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１ 開  会 

２ 労働基準部長挨拶 
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（１）令和８年度群馬県最低賃金専門部会の運営について 

（２）最低賃金審議会令第６条第５項及び第７項の適用について 

（３）群馬県最低賃金改正決定に係る審議について 

（４）その他 

５ 閉  会 
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群 馬 地 方 最 低 賃 金 審 議 会
群馬県最低賃金専門部会委員名簿

（令和８年７月 16日任命）

（敬称略、五十音順）
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小 渕 紀 久 男 （株）上毛新聞社取締役 総務・経理・労務・経営企画担当

西 村 淑 子 群馬大学情報学部教授

米 本  清 高崎経済大学地域政策学部教授

労
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勝 又 雄 司 ＳＵＢＡＲＵ関連労働組合連合会中央執行委員

村 山 洋 光 日本労働組合総連合会群馬県連合会副事務局長

山 村 康 郎 ＪＡＭ北関東群馬県連合会会長
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用

者

代

表

五 十 嵐 亮 二 （一社）群馬県経営者協会専務理事

宇 井 正 典 アサヒライズ（株）代表取締役社長

金 井  浩 三山鋼機株式会社 代表取締役社長
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群馬地方最低賃金審議会最低賃金専門部会運営規程

（目 的）

第１条 群馬地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に設置する群馬県最低賃金専

門部会（以下「専門部会」という。）の議事運営は、最低賃金法（昭和３４年法律第

１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１６３号）に定めるもののほ

か、この規程の定めるところによる。

（構 成）

第２条 専門部会の委員の数は、９人とする。

（会議の招集）

第３条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、

群馬労働局長（以下「局長」という。）又は３人以上の専門部会の委員（以下「委員」

という。）から開催の請求があったとき、部会長が招集する。

  ２ 前項の規程により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議

事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、部会長に通知しなけ

ればならない。

  ３ 部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、少な

くとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に

通知するものとする。

（委員の欠席）

第４条 部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信

により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。

次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することができる。

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６

条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に

含めるものとする。

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を部会長

に通知しなければならない。

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期不在となるときは、あらかじめ部会長に

通知しなければならない。

（会議の議事）

第５条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。

  ２ 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとす

る。
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  ３ 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見

を聴くことができる。

（会議の公開・非公開）

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害され

るおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることができる。

  ２ 部会長は、会議における秩序維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置

をとることができる。

（議事録及び議事要旨）

第７条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。

  ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事録及び会議の資料

の一部又は全部を非公開とすることができる。

  ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。

（報 告）

第８条 部会長は、会議において議決を行ったときは、議決書を審議会会長に報告するも

のとする。

（専門部会の廃止）

第９条 専門部会は、その専門部会に係る最低賃金についての審議会の意見に関する異議

の申出期間が満了したときをもって、これを廃止するものとする。

（雑 則）

第 10条 この規程に定めるもののほか、専門部会の議事及び運営に関し必要な事項は、部

会長が定める。

附 則

（施行期日）

この規程は、令和３年７月 27日から施行する。
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最低賃金審議会令（抜粋）

第三条（委員の推薦）

第１項 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、中央最低賃金審議会又

は地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の労働者を代

表する委員又は使用者を代表する委員を任命しようとするときは、

関係労働組合又は関係使用者団体に対し、相当の期間を定めて、

候補者の推薦を求めなければならない。

第２項 前項に規定する審議会の委員は、同項の規定による推薦があつ

た候補者のうちから任命するものとする。ただし、その期間内に

推薦がなかつたときは、この限りでない。

第六条（最低賃金専門部会）

第１項 最低賃金法第二十五条第一項又は第二項の規定により審議会に

置かれる専門部会（以下「最低賃金専門部会」という。）の委員

及び臨時委員（地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会

にあつては、委員）の数は、九人以内とする。

第２項 中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会に属すべき委

員及び臨時委員は、中央最低賃金審議会の委員及び臨時委員のう

ちから、厚生労働大臣が任命する。

第３項 中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会に属すべき関

係労働者を代表する臨時委員、関係使用者を代表する臨時委員及

び公益を代表する臨時委員の数は、各同数とする。

第４項 第三条の規定は、地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部

会の関係労働者を代表する委員及び関係使用者を代表する委員の

任命について準用する。この場合において、同条第一項中「関係
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労働組合又は関係使用者団体」とあるのは「関係者（関係者の団

体を含む。）」と、同条第二項中「推薦」とあるのは「推薦（都

道府県労働局長が、会長の同意を得て、関係者を代表するに適当

でないと認める候補者に係る推薦を除く。）」と読み替えるもの

とする。 

第５項 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門

部会の決議をもつて審議会の決議とすることができる。 

第６項 前条の規定は、最低賃金専門部会について準用する。この場合に

おいて、中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会につい

ては、同条第二項中「中央最低賃金審議会」とあるのは「中央最

低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会」と、「労働者を代表

する委員」とあるのは「関係労働者を代表する委員」と、「使用

者を代表する委員」とあるのは「関係使用者を代表する委員」と

読み替えるものとし、地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専

門部会については、同項中「地方最低賃金審議会」とあるのは「地

方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会」と、「労働者を

代表する委員」とあるのは「関係労働者を代表する委員」と、「使

用者を代表する委員」とあるのは「関係使用者を代表する委員」

と読み替えるものとする。 

第７項 最低賃金専門部会は、その任務を終了したときは、審議会の議決

により、これを廃止するものとする。 
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7月4日 （ 火 ） ・452回本審(地域諮問)　 6月28日 （ 金 ） ・458回本審(地域諮問)　 7月14日 （ 月 ） ・464回本審(地域諮問)　 7月1日 （ 水 ） ・470回本審(地域諮問)　

16:00 ～
・①全員協議会
（運営内容協議、日程）

13：30 ～
・①全員協議会
（運営内容協議、日程）

14：00 ～
・①全員協議会
（運営内容協議、日程）

16:00 ～
・①全員協議会
（運営内容協議、日程）

7月27日 （ 木 ） 7月26日 （ 金 ） 7月31日 （ 木 ） 7月28日 （ 火 ）

16:00 ～ ・①地域部会（中間報告） 9:30 ～ ・①地域部会（中間報告） 14：00 ～ ・①地域部会（中間報告） 10:00 ～ ・①地域部会（中間報告）

8月2日 （ 水 ）
・453回本審（目安伝達)
　　　（特定必要性諮問）

8月2日 （ 金 ）
・459回本審（目安伝達)
　　　（特定必要性諮問）

8月4日 （ 月 ）
・465回本審（目安伝達)
　　　（特定必要性諮問）

7月29日 （ 水 ）
・471回本審（目安伝達)
　　　（特定必要性諮問）

15:30 ～
・②全員協議会
（特定最賃必要性審議）

9:30 ～
・②全員協議会
（特定最賃必要性審議）

14：00 ～
・②全員協議会
（特定最賃必要性審議）

9：30 ～
・②全員協議会
（特定最賃必要性審議）

・②地域部会（基礎調査説明） ・②地域部会（基礎調査説明） ・②地域部会（基礎調査説明） ・②地域部会（基礎調査説明）

8月9日 （ 水 ） ・③地域部会（最低賃金額審議） 8月8日 （ 木 ） ・③地域部会（最低賃金額審議） 8月18日 （ 月 ） ・③地域部会（最低賃金額審議） 8月6日 （ 木 ） ・③地域部会（最低賃金額審議）

9:30 ～ 9:30 ～ 13：30 ～ 14：00 ～ ・472回本審(地域答申）

・454回本審(地域答申） ・460回本審(地域答申）
（特定必要性答申・改正諮問）

（特定必要性答申・改正諮問） （特定必要性答申・改正諮問）

8月26日 （ 火 ） ・④地域部会（最低賃金額審議）

8：30～

・466回本審（地域答申）

（特定必要性答申・改正諮問）

8月25日 （ 金 ） ・455回本審(地域諮問) 8月26日 （ 月 ） ・461回本審(地域諮問) 9月11日 （ 木 ） ・467回本審（地域諮問） 8月24日 （ 月 ） ・473回本審(地域諮問)

10:00 ～ （地域異議申出諮問・答申） 10:00 ～ （地域異議申出諮問・答申） 10：00 ～ （地域異議申出諮問・答申） 16：00 ～ （地域異議申出諮問・答申）

月　日 （ ） ・特定合同部会 月　日 （ ） ・特定合同部会 月　日 （ ） ・特定合同部会 月　日 （ ） ・特定合同部会

開催せず 開催せず 開催せず

10月4日 （ 水 ） ・特定部会①（電気） 10月9日 （ 水 ） ・特定部会①（鉄鋼） 10月8日 （ 水 ） ・特定部会①（鉄鋼） 月　日 （ ） ・特定部会①

9:30～1階共用会議室 9:30～7階大会議室 9：30～７階大会議室

10月4日 （ 水 ） ・特定部会①（輸送） 10月9日 （ 水 ） ・特定部会①（機械） 10月8日 （ 水 ） ・特定部会①（機械） 月　日 （ ） ・特定部会①

10:45～1階共用会議室 10:45～7階大会議室 10：45～７階大会議室

10月5日 （ 木 ） ・特定部会①（鉄鋼） 10月11日 （ 金 ） ・特定部会①（電気） 10月10日 （ 金 ） ・特定部会①（電気） 月　日 （ ） ・特定部会①

9:30～1階共用会議室 9:30～7階大会議室 13：30～７階大会議室

10月5日 （ 木 ） ・特定部会①（機械） 10月11日 （ 金 ） ・特定部会①（輸送） 10月10日 （ 金 ） ・特定部会①（輸送） 月　日 （ ） ・特定部会①

10:45～1階共用会議室 10:45～7階大会議室 14：45～７階大会議室

10月20日 （ 金 ） ・特定部会②（電気） 10月24日 （ 木 ） ・特定部会②（鉄鋼） 10月28日 （ 火 ） ・特定部会②（電気） 月　日 （ ） ・特定部会②

13:30～7階大会議室 16：00～7階大会議室 10：00～７階大会議室

10月24日 （ 火 ） ・特定部会②（鉄鋼） 10月25日 （ 金 ） ・特定部会②（機械） 10月29日 （ 水 ） ・特定部会②（鉄鋼） 月　日 （ ） ・特定部会②

9:30～1階共用会議室 9:30～7階大会議室 13：30～７階大会議室

10月24日 （ 火 ） ・特定部会②（機械） 10月25日 （ 金 ） ・特定部会②（電気） 10月29日 （ 水 ） ・特定部会②（機械） 月　日 （ ） ・特定部会②

10:45～1階共用会議室 10:45～7階大会議室 14：45～７階大会議室

10月30日 （ 月 ） ・特定部会②（輸送） 10月30日 （ 水 ） ・特定部会②（輸送） 10月31日 （ 金 ） ・特定部会②（輸送） 月　日 （ ） ・特定部会②

9:30～1階共用会議室 13:30～7階大会議室 13：30～１階共用会議室

10月30日 （ 月 ） ・456回本審(特定報告) 10月30日 （ 水 ） ・462回本審(特定報告) 10月31日 （ 金 ） ・468回本審(特定報告) 月　日 （ ） ・回本審(特定報告)

10:45～1階共用会議室 14:45～7階大会議室 14：45～１階共用会議室

11月15日 （ 水 ） ・本審(異議申出なく開催なし） 11月15日 （ 金 ） ・本審(異議申出なく開催なし） 11月18日 （ 火 ） ・本審(異議申出なく開催なし） 月　日 （ ） ・本審(異議申出）

3月6日 （ 水 ） ・457回本審（特定意向表明） 3月4日 （ 火 ） ・ 463回本審（特定意向表明） 3月5日 （ 木 ） ・ 469回本審（特定意向表明） 月　日 （ ） ・回本審（特定意向表明）

10:00～1階共用会議室 14:00～7階大会議室 14:30～７階大会議室

令和５年度 令和６年度 令和７年度

地域最低賃金 地域最低賃金 地域最低賃金

１階共用会議室 ７階大会議室 １階共用会議室

１階共用会議室 １階共用会議室

（予備　８階相談室、９階
会議室）

（予備　８階相談室、９階
会議室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

１階共用会議室 １階共用会議室 １階共用会議室

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

１階共用会議室

１階共用会議室 １階共用会議室 １階共用会議室

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

１階共用会議室 ７階大会議室

地域最低賃金

１階共用会議室

１階共用会議室

特　定　最　低　賃　金 特　定　最　低　賃　金 特　定　最　低　賃　金

１階共用会議室

特　定　最　低　賃　金

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

（予備　７階大会議室、８
階相談室）

１階共用会議室

令和８年度

１階共用会議室

群馬地方最低賃金審議会等開催状況及び開催日程

１階共用会議室

７階大会議室
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群馬労働局労働基準部賃金室作成

北　関　東　三　県　比　較　対　照　表

令和8年7月28日
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年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

日額

引上げ額

時間額 835 837 865 895 935 985 1063

引上げ額 26 2 28 30 40 50 78

発効日 10/6 10/3 10/2 10/8 10/5 10/4 3/1

日額

引上げ額

時間額 853 854 882 913 954 1004 1068

引上げ額 27 1 28 31 41 50 64

発効日 10/1 10/1 10/1 10/1 10/1 10/1 10/1

群馬との差（時間額） 18 17 17 18 19 19 5

日額

引上げ額

時間額 849 851 879 911 953 1005 1074

引上げ額 27 2 28 32 42 52 69

発効日 10/1 10/1 10/1 10/1 10/1 10/1 10/12

群馬との差（時間額） 14 14 14 16 18 20 11

22年 25年 26年 27年 28年

（１）　年度別地域別最低賃金の比較表

（単位：円）

県　名

群　馬

栃　木

茨　城

830
840
850
860
870
880
890
900
910
920
930
940
950
960
970
980
990

1000
1010
1020
1030
1040
1050
1060
1070
1080

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

円
北関東三県の最低賃金額の推移（時間額）

群 馬 栃 木 茨 城
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（２）　新規高卒者初任給の推移【企業規模10人以上】

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 168.2 183.5 180.2 187.4 196.1 209.2 212.1

栃木 167.4 180.8 179.5 187.2 191.1 199.6 211.9

茨城 171.9 181.9 185.4 184.2 186.9 201.3 207.9

全国 168.9 179.5 181.6 183.4 189.0 200.5 210.1

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 95 101 94 94 100 99 94

栃木 95 99 93 94 98 95 94

茨城 97 100 96 93 96 96 92

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 166.2 177.2 172.3 173.0 179.4 194.3 201.2

栃木 158.3 170.6 169.1 181.6 178.4 192.9 203.6

茨城 164.4 169.8 174.2 179.1 178.8 192.8 200.6

全国 164.6 174.6 176.3 177.6 183.2 191.7 202.9

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 92 95 81 86 99 94 91

栃木 88 91 80 90 98 93 92

茨城 91 91 82 89 98 93 90

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
※令和２年調査より、『新規学卒者がいた場合に記入する方法から新規学卒者が抽出された場合に集計に変
更』・『通勤手当等を除いて記入する方法から通勤手当等を含んで集計に変更』となっている

男
子

初任給額　　　
（千円）

地域格差　　　
（東京＝100）

女
子

初任給額　　　
（千円）

地域格差　　　
（東京＝100）

150.0

160.0

170.0

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

千円 初任給額（男子）

群馬

栃木

茨城

全国

150.0

160.0

170.0

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

千円 初任給額（女子）

群馬

栃木

茨城

全国

80

85

90

95

100

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

地域格差（男子）東京＝100

群馬

栃木

茨城

80

85

90

95

100

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

地域格差（女子）東京＝100

群馬

栃木

茨城
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（３）　標準生計費の推移【一人世帯】
         (各県庁所在都市） （単位：円）

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 107,960 115,050 101,790 134,300 123,830 126,930 123,470

栃木 123,483 109,107 101,476 129,091 138,970 103,895 112,214

茨城 110,768 96,857 95,244 110,475 115,057 108,014 114,572

全国 120,190 110,610 114,720 114,480 120,910 119,110 125,060

資料出所：人事院、各都道府県人事委員会「職員の給与に関する報告及び勧告」

（４）　有効求人倍率の推移【パート含む】 （単位：倍）

年度 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

群馬 1.70 1.26 1.26 1.47 1.42 1.35 1.28

栃木 1.40 1.06 1.06 1.17 1.17 1.14 1.13

茨城 1.62 1.33 1.35 1.47 1.41 1.33 1.19

全国 1.60 1.18 1.13 1.28 1.31 1.25 1.22

資料出所：各労働局、厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」
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（５）　都道府県（各県庁所在都市）別消費者物価指数の推移

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

0.6 -0.4 -0.3 2.2 3.5 2.5 2.8
0.5 0.2 -0.5 2.4 3.1 2.7 2.9
0.7 -0.1 -0.2 2.4 3.4 2.4 3.4
0.5 0.0 -0.2 2.5 3.2 2.7 3.2

　　消費者物価地域差指数

元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

91.7 91.1 91.6 91.1 91.6 92.2 ― 

94 94.1 94.5 94.2 93.5 93.9 ― 

93.6 92.7 93.6 93.7 93.9 93.8 ― 

　　　資料出所：総務省統計局「消費者物価指数」を加工
　　令和２年までは「平成27年＝100」、令和３年からは「令和２年＝１００」とした数値による。
　　消費者物価地域差指数の令和７年分は、令和８年９月に公表されるため未掲載

対前年上昇率　％

群馬　（前橋市）

栃木　（宇都宮市）

茨城　（水戸市）

全国

　茨城　（水戸市）

　総　　　　　　　　　合
東京都区部＝１００

　群馬　（前橋市）

　栃木　（宇都宮市）
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注１：前年比（差）は、単位が％のものは前年比、ポイント又は日のものは前年差である。

注２：２つの実質賃金は、賃金の購買力を示すため、実際に取引が行われている財・サービスに限定している消費者物価指数（持家の帰属家賃を

　　　除く総合）を用いて作成し、また、国際比較のため、消費者物価指数（総合）を用いて作成している。

※１　調査結果に関する留意事項については、最終頁の利用上の注意をご覧ください。

※２　毎月勤労統計調査に関する情報は、以下のURL（厚生労働省ホームページ）にも掲載しております。

　　　(https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1.html)

　　　また、毎月勤労統計調査に関する詳細な結果は、以下のURL（政府統計の総合窓口（e-Stat））に掲載しております。

　　　(https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450071&tstat=000001011791)

毎月勤労統計調査　2025（令和７）年分結果速報

2026(令和８)年２月９日

【照会先】

政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室

   統 計 管 理 官　  渡邉　学

   室  長  補  佐　  細野　晃司

   毎勤調整係・企画調整係

　(代表電話) 03(5253)1111 (内線7609,7610)

　(直通電話) 03(6812)7819

【調査結果の概要】　※１　（）内は前年比を示す。
　　　　　　　　　　※２　断りのない限り事業所規模５人以上の結果。
１　名目賃金（一人平均）【７ページ　第１表】
　(1) 就業形態計
　　　・現金給与総額〔規模５人以上〕　　　　　　　　　　　　355,919円（2.3％増）
　　　　　　　　　　〔規模30人以上〕　　　　　　　　　　　　407,854円（2.5％増）
　　　・きまって支給する給与　　　　　　　　　　　　　　　　287,436円（2.0％増）
　　　・所定内給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　267,551円（2.0％増）
　　　・特別に支払われた給与　　　　　　　　　　　　　　　　 68,483円（3.8％増）
　(2) 一般労働者
　　　・現金給与総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　465,895円（2.9％増）
　　　・所定内給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　340,657円（2.5％増）
　(3) パートタイム労働者
　　　・現金給与総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　114,455円（2.3％増）
　　　・所定内給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　107,038円（2.2％増）
　　　　時間当たり給与（所定内給与）　　　　　　　　　　　　  1,394円（3.8％増）

２　実質賃金指数（2020（令和２）年平均＝100）【10ページ　時系列第１表、13ページ　時系列
第６表】
　〇消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で実質化したもの
　　　・現金給与総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   98.0（1.3％減）
　（参考）消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年比　　　　　 3.7％上昇
　〇消費者物価指数（総合）で実質化したもの
　　　・現金給与総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   99.8（0.8％減）
　（参考）消費者物価指数（総合）の前年比　　　　　　　　　　　　　　　 3.2％上昇
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付表　前年比（％）、前年差（ポイント）の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
賃　　　　　　金 「持家の帰属家賃を 労　　働　　時　　間 常 用 雇 用

現金給与総額 除く総合」で実質化 総実労働時間
きまっ 特別に （注2） （注3） （注2） （注3） （注4）

年 月 て支給 所定内 所定外 支払わ 実質 （参考） 実質 （参考） 所定内 所定外 パート
一　般 す　る 一　般 給　与 一　般 （注1） 給　与 れ　た 賃金 消費者 賃金 消費者 労　働 労　働 製造業 タイム

給　与 パート 給　与 （総額） 物価 （総額） 物価 時　間 時　間 労働者
時間当 指数 指数 比率

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ポイント

 1.4  1.6  0.9  1.0  0.8  1.0 2.3 0.7 3.6 0.2 1.2 0.5 1.0 -0.8 -0.8 -1.5 1.5 0.2 0.19

-0.4  0.3 -0.2  0.5 -0.1  0.6 2.7 -0.8 -1.0 -1.0 0.6 -0.9 0.5 -2.2 -2.2 -1.9 -8.5 1.2 0.65

-1.2 -1.7 -0.7 -1.1  0.2 -0.1 3.9 -12.1 -3.6 -1.2 0.0 -1.2 0.0 -2.8 -2.0 -13.2 -20.7 0.2 -0.40

0.3 0.5 0.5 0.8 0.3 0.4 0.8 3.9 -0.8 0.6 -0.3 0.5 -0.2 0.6 0.4 5.1 14.1 0.5 0.15

2.0 2.3 1.4 1.6 1.1 1.3 1.6 5.0 4.6 -1.0 3.0 -0.5 2.5 0.1 -0.3 4.6 6.2 0.8 0.32

1.2 1.8 1.1 1.6 1.2 1.6 3.0 0.2 1.9 -2.5 3.8 -2.0 3.2 0.1 0.2 -0.9 -5.5 1.9 0.64

2.8 3.2 2.0 2.4 2.1 2.4 4.3 0.0 6.7 -0.3 3.2 0.0 2.7 -1.0 -0.9 -2.7 -3.6 1.2 0.51

2.3 2.9 2.0 2.3 2.0 2.5 3.8 1.3 3.8 -1.3 3.7 -0.8 3.2 -1.4 -1.3 -2.6 1.0 1.5 0.44

1.3 1.7 1.4 1.7 1.5 2.0 4.2 -1.2 -0.5 -1.6 3.0 -1.2 2.5 -1.4 -1.2 -2.9 -6.7 1.3 0.60

3.0 3.6 1.9 2.5 2.1 2.6 4.1 0.2 7.0 -0.2 3.1 0.2 2.7 -1.1 -0.9 -2.6 -5.0 1.2 0.63

2.9 3.3 2.2 2.5 2.4 2.7 4.4 0.2 7.4 -0.3 3.2 0.0 2.8 -1.1 -1.0 -2.7 -1.0 1.1 0.39

3.7 4.0 2.4 2.7 2.5 2.7 4.5 1.0 7.0 0.4 3.4 0.7 2.9 -0.6 -0.4 -2.5 -1.7 1.0 0.40

2.2 2.8 1.6 2.2 1.6 2.2 4.3 1.2 14.7 -2.0 4.4 -1.4 3.8 -1.9 -1.8 -2.3 2.2 1.7 0.62

2.4 2.9 2.0 2.3 2.0 2.4 4.1 1.1 3.5 -1.5 4.0 -1.0 3.4 -1.1 -1.1 -2.4 2.3 1.6 0.48

2.4 2.9 2.0 2.4 2.0 2.4 3.2 1.4 4.8 -0.9 3.3 -0.4 2.9 -0.7 -0.6 -2.8 -1.3 1.3 0.43

2.2 2.6 2.2 2.4 2.2 2.5 3.5 1.4 2.4 -0.9 3.1 -0.4 2.7 -1.8 -1.7 -2.9 0.5 1.2 0.27

注1：パート時間当は、所定内給与（パートタイム労働者）を所定内労働時間（パートタイム労働者）で除して算出している。
注2：実質賃金（総額）は、現金給与総額指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出している。
注3：消費者物価指数は、総務省で公表している消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年比を掲載している。
注4：パートタイム労働者比率は、前年差（ポイント）の推移となっている。
注6：2024（令和６）年１月分確報において、推計に用いる母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施した。賃金・労働時間及びパートタイム労働者比率の2024（令和６）年の前年比等
 　　については、2023（令和５）年１月にベンチマーク更新を行った参考値を作成し、この参考値と2024（令和６）年の値を比較することにより算出しているため、指数から算出した場合と一致しない。
※速報値は、確報で改訂される場合がある。

「総合」で実質化

　　　　　　  2018年

　　　　　　  2019年

　　　　　　  2020年

　　　　　　  2021年

　　　　　　  2022年

　　　　　　  2023年

速報※　　    2025年

　　　　　　  2024年

　　　　　　　　　　７月～９月

速報※　　　　　　　10月～12月

　　　　　  　2024年１月～３月

　　　　　　　　　　４月～６月

　　　　　　　　　　７月～９月

　　　　　　　　　　10月～12月

　　　　　　  2025年１月～３月

　　　　　　　　　　４月～６月

-
2-
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１－１図　賃金の動き　事業所規模別現金給与総額

１－２図　賃金の動き　事業所規模別きまって支給する給与
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１－３図　賃金の動き　就業形態別所定内給与

１－４図　賃金の動き　産業別現金給与総額

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

（前年比）％

製　　造　　業

卸売業，小売業

医　療，福　祉

飲食サービス業等

その他のサービス業

0.6

-0.1

0.4
1.3

1.6

2.4

2.5

0.0
-0.4

0.3

2.3

2.5

3.1

2.2

0.6

0.0

-0.3

3.0

3.8

3.2

3.7

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

一般労働者

パートタイム労働者

消費者物価指数

（前年比）％

（速報）

（速報）

-4- 26



１－５図　実質賃金の動き　事業所規模別現金給与総額

１－６図　実質賃金の動き　事業所規模別きまって支給する給与
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２図　労働時間の動き

３図　常用雇用、パートタイム労働者比率の動き
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（事業所規模５人以上、2025（令和７）年速報）
現金給与総額

産　　　業 きまって支給 特別に支払われ
する給与 所 定 内 給 与 所 定 外 給 与 た給与

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
就業形態計 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 355,919 2.3 287,436 2.0 267,551 2.0 19,885 1.3 68,483 3.8 

鉱業，採石業等 468,935 13.4 356,429 13.6 330,469 14.3 25,960 5.8 112,506 12.5 

建　　設　　業 462,100 1.8 365,887 0.9 339,339 0.2 26,548 11.3 96,213 5.6 

製　　造　　業 430,622 4.3 335,976 3.8 304,249 3.5 31,727 6.6 94,646 5.9 

電気 ・ ガス業 637,601 6.3 487,676 4.4 427,263 4.1 60,413 6.4 149,925 13.2 

情 報 通 信 業 549,590 4.2 422,903 3.3 388,467 3.9 34,436 -2.9 126,687 7.4 

運輸業，郵便業 379,907 -1.8 318,483 -1.6 276,352 -1.4 42,131 -2.1 61,424 -2.7 

卸売業，小売業 311,715 1.7 253,010 1.9 240,413 1.9 12,597 -0.7 58,705 0.7 

金融業，保険業 555,978 6.1 417,530 6.1 390,239 6.4 27,291 2.6 138,448 6.0 

不動産・物品賃貸業 434,414 3.3 336,514 2.8 314,250 2.9 22,264 1.8 97,900 5.3 

学 術 研 究 等 523,981 1.7 404,549 0.2 378,062 0.1 26,487 2.0 119,432 6.8 

飲食サービス業等 143,143 2.0 132,215 2.1 124,732 2.1 7,483 1.5 10,928 0.8 

生活関連サービス等 244,410 5.9 216,755 5.9 206,292 5.6 10,463 14.4 27,655 4.9 

教育，学習支援業 406,735 1.6 304,597 0.6 297,641 0.5 6,956 2.5 102,138 5.1 

医　療，福　祉 317,809 2.3 268,130 2.3 254,118 2.6 14,012 -3.5 49,679 2.5 

複合サービス事業 395,340 3.9 310,317 3.4 293,145 4.0 17,172 -5.9 85,023 5.5 

その他のサービス業 291,445 2.0 251,632 1.6 232,761 1.8 18,871 -0.9 39,813 4.2 

一般労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 465,895 2.9 368,122 2.3 340,657 2.5 27,465 1.6 97,773 4.4 

鉱業，採石業等 496,949 18.7 376,233 18.6 348,403 19.2 27,830 11.3 120,716 19.3 

建　　設　　業 481,545 1.7 380,186 0.8 352,268 0.2 27,918 11.1 101,359 5.7 

製　　造　　業 473,239 4.3 365,350 3.8 330,027 3.5 35,323 6.7 107,889 5.7 

電気 ・ ガス業 653,923 5.5 499,971 3.6 437,402 3.4 62,569 5.1 153,952 12.0 

情 報 通 信 業 570,241 3.2 437,398 2.4 401,434 3.0 35,964 -3.9 132,843 5.8 

運輸業，郵便業 436,277 0.6 361,414 0.6 311,770 0.6 49,644 0.5 74,863 0.7 

卸売業，小売業 475,607 2.0 370,994 2.1 349,951 2.3 21,043 -0.2 104,613 1.9 

金融業，保険業 602,885 6.8 449,026 6.8 418,862 7.1 30,164 3.3 153,859 6.6 

不動産・物品賃貸業 513,927 3.8 392,021 2.9 364,856 3.1 27,165 1.9 121,906 6.4 

学 術 研 究 等 571,155 2.2 437,913 0.6 408,391 0.4 29,522 3.0 133,242 8.2 

飲食サービス業等 361,620 2.6 314,156 2.5 289,543 2.9 24,613 -1.2 47,464 2.7 

生活関連サービス等 378,533 3.8 326,532 4.1 309,160 3.7 17,372 9.6 52,001 2.3 

教育，学習支援業 557,385 3.1 409,116 1.8 399,148 1.8 9,968 4.0 148,269 6.4 

医　療，福　祉 405,700 1.9 335,828 1.9 316,183 2.4 19,645 -4.0 69,872 2.1 

複合サービス事業 442,526 2.7 342,046 2.3 323,041 2.9 19,005 -6.9 100,480 4.3 

その他のサービス業 362,518 2.2 307,115 1.9 282,349 2.2 24,766 -1.3 55,403 3.3 

パートタイム労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 114,455 2.3 110,280 2.3 107,038 2.2 3,242 6.6 4,175 0.8 

鉱業，採石業等 99,670 -31.5 95,382 -26.5 94,068 -26.9 1,314 14.0 4,288 -74.8 

建　　設　　業 128,124 4.1 120,293 3.4 117,273 2.5 3,020 48.2 7,831 18.4 

製　　造　　業 144,996 4.4 139,108 4.4 131,483 4.2 7,625 6.8 5,888 4.9 

電気 ・ ガス業 207,209 4.9 163,456 0.0 159,902 -0.8 3,554 61.0 43,753 28.3 

情 報 通 信 業 148,050 -1.3 141,053 -1.5 136,334 -1.0 4,719 -16.0 6,997 5.5 

運輸業，郵便業 136,274 2.3 132,931 2.4 123,269 1.8 9,662 12.4 3,343 -0.1 

卸売業，小売業 110,483 3.7 108,146 4.0 105,919 4.0 2,227 4.6 2,337 -8.6 

金融業，保険業 160,176 -4.9 151,766 -4.5 148,713 -4.2 3,053 -18.9 8,410 -10.7 

不動産・物品賃貸業 124,801 9.4 120,378 9.2 117,196 8.7 3,182 29.7 4,423 16.0 

学 術 研 究 等 157,779 2.2 145,552 3.9 142,621 4.6 2,931 -18.3 12,227 -15.4 

飲食サービス業等 81,869 3.1 81,188 3.1 78,510 2.8 2,678 15.3 681 -2.6 

生活関連サービス等 105,202 6.5 102,816 6.9 99,524 6.3 3,292 31.9 2,386 -6.9 

教育，学習支援業 105,205 -0.3 95,398 -0.5 94,470 -0.5 928 2.7 9,807 1.9 

医　療，福　祉 138,132 2.5 129,733 2.3 127,236 2.4 2,497 -1.9 8,399 4.2 

複合サービス事業 166,171 7.9 156,219 8.2 147,949 8.8 8,270 0.4 9,952 1.6 

その他のサービス業 124,701 -1.7 121,465 -2.2 116,423 -2.2 5,042 -0.9 3,236 23.5 

事業所規模30人以上 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

就業形態計 407,854 2.5 322,299 2.2 297,226 2.3 25,073 1.5 85,555 3.8 

  一般労働者 502,202 3.1 389,361 2.6 357,254 2.7 32,107 1.9 112,841 4.3 

  パートタイム労働者 128,446 1.7 123,697 1.8 119,457 1.8 4,240 4.0 4,749 -3.7 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

第１表  月間現金給与額
統　 計　 表

調
査
産
業
計
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（事業所規模５人以上、2025（令和７）年速報）

総実労働時間 出  勤  日  数

産　　　　業 所定内労働時間 所定外労働時間

前年比 前年比 前年比 前年差

就業形態計 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 135.0 -1.4 125.2 -1.3 9.8 -2.6 17.4 -0.3 
鉱業，採石業等 160.4 2.7 148.8 4.9 11.6 -17.8 19.8 0.4 
建　　設　　業 159.7 -1.0 147.0 -1.1 12.7 0.4 19.6 -0.2 
製　　造　　業 155.5 -0.6 142.1 -0.8 13.4 1.0 18.7 -0.2 
電気 ・ ガス業 154.8 -0.4 138.5 -0.8 16.3 2.7 18.5 -0.1 
情 報 通 信 業 156.9 -0.2 141.1 -0.4 15.8 0.1 18.5 -0.1 
運輸業，郵便業 161.0 -3.0 140.4 -2.5 20.6 -5.3 19.1 -0.3 
卸売業，小売業 126.8 -1.3 119.8 -1.3 7.0 -1.1 17.3 -0.2 
金融業，保険業 145.5 -1.3 133.0 -1.1 12.5 -2.8 18.3 -0.2 
不動産・物品賃貸業 148.0 -1.3 136.1 -1.4 11.9 -0.4 18.4 -0.2 
学 術 研 究 等 150.6 -2.0 137.8 -1.7 12.8 -4.6 18.2 -0.3 
飲食サービス業等 88.0 -0.7 82.8 -0.8 5.2 -1.0 13.4 -0.1 
生活関連サービス等 121.5 0.1 114.8 -0.3 6.7 5.4 16.5 -0.2 
教育，学習支援業 122.3 -3.0 112.1 -2.1 10.2 -11.0 16.0 -0.3 
医　療，福　祉 128.4 -1.0 123.5 -0.9 4.9 -1.6 17.2 -0.3 
複合サービス事業 146.7 -0.6 139.0 0.2 7.7 -12.6 18.7 0.0 
その他のサービス業 136.3 -1.4 126.3 -1.1 10.0 -4.5 17.7 -0.1 

一般労働者　 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 160.5 -1.0 147.3 -1.0 13.2 -2.1 19.2 -0.2 
鉱業，採石業等 167.0 6.1 154.6 8.2 12.4 -13.7 20.4 0.9 
建　　設　　業 164.2 -1.1 150.8 -1.3 13.4 0.3 20.0 -0.1 
製　　造　　業 162.2 -0.7 147.6 -0.9 14.6 1.2 19.1 -0.1 
電気 ・ ガス業 156.7 -0.7 139.9 -0.9 16.8 1.7 18.6 -0.1 
情 報 通 信 業 160.4 -0.6 143.9 -0.6 16.5 -0.3 18.8 -0.1 
運輸業，郵便業 175.3 -1.4 151.2 -1.3 24.1 -2.7 19.9 -0.2 
卸売業，小売業 161.3 -1.1 150.0 -1.0 11.3 -1.5 19.4 -0.2 
金融業，保険業 151.2 -0.9 137.5 -0.8 13.7 -2.4 18.6 -0.1 
不動産・物品賃貸業 162.9 -1.7 148.4 -1.8 14.5 -0.3 19.3 -0.3 
学 術 研 究 等 158.5 -1.7 144.3 -1.4 14.2 -3.7 18.8 -0.2 
飲食サービス業等 172.5 -0.6 157.0 -0.7 15.5 0.2 20.0 -0.2 
生活関連サービス等 163.2 -0.9 152.7 -1.2 10.5 2.7 20.0 -0.1 
教育，学習支援業 157.2 -1.5 142.4 -0.7 14.8 -9.4 19.0 -0.1 
医　療，福　祉 153.6 -1.1 146.9 -1.2 6.7 -2.3 19.2 -0.2 
複合サービス事業 154.3 -1.7 146.0 -0.9 8.3 -13.9 19.0 -0.2 
その他のサービス業 157.1 -0.6 144.1 -0.2 13.0 -4.5 18.9 -0.1 

パートタイム労働者 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 79.1 -1.4 76.8 -1.5 2.3 -1.0 13.5 -0.2 
鉱業，採石業等 73.0 -24.5 72.1 -24.8 0.9 20.0 11.6 -1.7 
建　　設　　業 83.1 1.1 81.6 0.7 1.5 17.2 14.0 0.2 
製　　造　　業 110.0 -0.5 105.0 -0.4 5.0 -1.8 16.5 -0.1 
電気 ・ ガス業 104.1 -2.1 102.6 -2.5 1.5 28.9 15.4 -0.3 
情 報 通 信 業 89.4 -7.4 86.4 -5.7 3.0 -39.4 13.7 -0.6 
運輸業，郵便業 99.2 -1.4 93.7 -1.5 5.5 -1.4 15.5 0.0 
卸売業，小売業 84.4 -0.8 82.6 -0.9 1.8 6.3 14.7 -0.2 
金融業，保険業 97.0 -4.4 95.1 -4.1 1.9 -16.3 15.3 -0.7 
不動産・物品賃貸業 90.3 3.7 88.1 3.2 2.2 23.8 14.7 0.2 
学 術 研 究 等 89.0 -1.1 87.3 -0.7 1.7 -19.5 14.1 -0.2 
飲食サービス業等 64.3 0.2 62.0 0.2 2.3 -0.4 11.5 -0.1 
生活関連サービス等 78.2 -0.2 75.5 -0.5 2.7 9.9 12.9 -0.3 
教育，学習支援業 52.4 -5.0 51.5 -4.7 0.9 -20.7 10.0 -0.5 
医　療，福　祉 77.0 -1.2 75.7 -1.2 1.3 -3.2 13.1 -0.4 
複合サービス事業 110.4 4.3 105.3 4.7 5.1 -4.8 16.8 0.1 
その他のサービス業 87.7 -5.1 84.6 -5.1 3.1 -7.3 14.8 -0.3 

事業所規模30人以上 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

就業形態計 141.1 -1.3 129.6 -1.2 11.5 -1.8 17.8 -0.1 
  一般労働者 159.7 -0.9 145.3 -0.9 14.4 -1.7 19.0 -0.1 
  パートタイム労働者 85.7 -1.7 82.9 -1.8 2.8 -0.7 14.2 -0.2 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

第２表　月間実労働時間及び出勤日数

調
査
産
業
計
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（事業所規模５人以上、2025（令和７）年速報）

産　　　　業 パートタイム労働者比率

前年比 前年差 前年差 前年差

就業形態計 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
調 査 産 業 計 51,565 1.5 31.30 0.44 1.99 -0.05 1.89 -0.05 
鉱業，採石業等 12 -1.4 7.07 5.23 1.00 0.21 0.86 -0.34 
建　　設　　業 2,586 2.6 5.51 -0.07 1.34 -0.02 1.13 -0.13 
製　　造　　業 7,672 0.1 12.98 0.03 1.07 0.03 1.05 -0.01 
電気 ・ ガス業 265 0.1 3.65 -1.14 1.31 0.16 1.32 0.07 
情 報 通 信 業 1,886 1.3 4.88 -1.31 1.54 -0.13 1.48 -0.08 
運輸業，郵便業 2,947 -0.3 18.79 3.27 1.47 -0.07 1.50 -0.07 
卸売業，小売業 9,397 1.0 44.88 0.53 1.89 -0.04 1.86 0.00 
金融業，保険業 1,333 0.4 10.58 0.36 1.78 -0.09 1.75 -0.16 
不動産・物品賃貸業 925 2.1 20.44 0.66 1.77 -0.11 1.64 -0.09 
学 術 研 究 等 1,758 1.6 11.44 0.67 1.66 0.08 1.56 0.12 
飲食サービス業等 4,527 5.1 78.12 0.46 4.12 -0.29 3.77 -0.33 
生活関連サービス等 1,501 2.6 49.03 -1.18 2.83 -0.13 2.75 0.10 
教育，学習支援業 3,237 2.0 33.32 1.10 2.44 -0.18 2.24 -0.24 
医　療，福　祉 8,408 1.6 32.86 -0.32 1.82 0.02 1.67 -0.03 
複合サービス事業 344 -1.1 17.09 -0.88 1.50 -0.09 1.65 0.01 
その他のサービス業 4,768 1.5 29.89 -0.35 2.52 -0.11 2.49 -0.01 

一般労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 35,424 0.9 － － 1.48 0.00 1.42 -0.03 
鉱業，採石業等 12 -6.6 － － 0.87 0.15 0.78 -0.35 
建　　設　　業 2,443 2.7 － － 1.25 -0.03 1.06 -0.14 
製　　造　　業 6,676 0.0 － － 0.95 0.05 0.93 0.00 
電気 ・ ガス業 256 1.3 － － 1.27 0.17 1.27 0.08 
情 報 通 信 業 1,794 2.7 － － 1.45 -0.10 1.37 -0.12 
運輸業，郵便業 2,393 -4.1 － － 1.27 -0.12 1.30 -0.09 
卸売業，小売業 5,179 0.1 － － 1.48 0.06 1.44 0.02 
金融業，保険業 1,192 0.0 － － 1.81 -0.13 1.74 -0.20 
不動産・物品賃貸業 736 1.3 － － 1.64 -0.07 1.53 -0.01 
学 術 研 究 等 1,557 0.7 － － 1.42 0.01 1.39 0.05 
飲食サービス業等 991 3.0 － － 2.64 -0.01 2.51 -0.01 
生活関連サービス等 765 5.1 － － 2.13 0.15 1.88 0.05 
教育，学習支援業 2,158 0.4 － － 1.44 -0.20 1.30 -0.29 
医　療，福　祉 5,645 2.1 － － 1.55 0.06 1.47 0.01 
複合サービス事業 285 0.0 － － 1.46 -0.06 1.61 -0.02 
その他のサービス業 3,343 2.0 － － 2.14 -0.08 2.13 -0.05 

パートタイム労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 16,141 2.9 － － 3.11 -0.17 2.92 -0.12 
鉱業，採石業等 1 281.6 － － 2.73 -0.83 1.79 -1.34 
建　　設　　業 142 1.4 － － 2.86 0.14 2.29 0.20 
製　　造　　業 996 0.3 － － 1.86 -0.12 1.80 -0.13 
電気 ・ ガス業 10 -23.7 － － 2.38 0.33 2.57 0.21 
情 報 通 信 業 92 -20.1 － － 3.22 -0.28 3.54 0.83 
運輸業，郵便業 554 20.7 － － 2.34 -0.03 2.36 -0.20 
卸売業，小売業 4,217 2.3 － － 2.40 -0.16 2.37 -0.04 
金融業，保険業 141 3.9 － － 1.57 0.25 1.87 0.16 
不動産・物品賃貸業 189 5.5 － － 2.28 -0.30 2.08 -0.44 
学 術 研 究 等 201 7.9 － － 3.54 0.56 2.86 0.56 
飲食サービス業等 3,536 5.7 － － 4.54 -0.38 4.12 -0.44 
生活関連サービス等 736 0.2 － － 3.57 -0.36 3.64 0.17 
教育，学習支援業 1,079 5.5 － － 4.46 -0.24 4.14 -0.21 
医　療，福　祉 2,763 0.5 － － 2.36 -0.05 2.08 -0.10 
複合サービス事業 59 -6.0 － － 1.72 -0.15 1.91 0.25 
その他のサービス業 1,425 0.4 － － 3.42 -0.14 3.32 0.07 

事業所規模30人以上 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
就業形態計 31,316 0.9 25.24 0.42 1.82 -0.05 1.77 -0.05 

  一般労働者 23,412 0.4 － － 1.44 -0.01 1.39 -0.05 
  パートタイム労働者 7,904 2.6 － － 2.92 -0.22 2.88 -0.12 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

労 働 者 総 数 入  職  率 離  職  率

第３表　常用雇用及び労働異動率

調
査
産
業
計
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（事業所規模５人以上） （2020（令和２）年平均=１００）
調　査　産　業　計

前年比 実質前年比 前年比 実質前年比 前年比 実質前年比 前年比 実質前年比

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
現　金　給　与　総　額

101.6 1.4 0.2 101.4 1.6 0.4 100.4 1.3 0.1 101.9 1.2 0.0 
101.2 -0.4 -1.0 101.8 0.3 -0.3 100.4 0.0 -0.6 101.7 -0.2 -0.8 
100.0 -1.2 -1.2 100.0 -1.7 -1.8 100.0 -0.4 -0.4 100.0 -1.7 -1.7 
100.3 0.3 0.6 100.5 0.5 0.8 100.1 0.1 0.4 100.9 1.0 1.2 
102.3 2.0 -1.0 102.8 2.3 -0.7 102.7 2.6 -0.4 104.0 3.1 0.1 
103.5 1.2 -2.5 104.6 1.8 -2.0 105.2 2.4 -1.3 105.9 1.8 -2.0 
109.2 2.8 -0.3 108.5 3.2 0.0 112.6 3.9 0.7 108.9 3.3 0.1 
111.7 2.3 -1.3 111.6 2.9 -0.7 115.2 2.3 -1.3 111.6 2.5 -1.1 
93.2 2.2 -2.0 91.8 2.8 -1.6 109.8 2.9 -1.3 91.2 2.6 -1.7 

117.0 2.4 -1.5 117.1 2.9 -1.0 117.0 2.8 -1.1 118.9 2.8 -1.1 
106.2 2.4 -0.9 105.5 2.9 -0.3 113.7 1.9 -1.5 104.5 2.8 -0.5 

130.4 2.2 -0.9 131.8 2.6 -0.5 120.2 1.7 -1.4 132.1 2.3 -0.8 
きまって支給する給与

100.9 0.9 -0.3 100.6 1.0 -0.2 101.0 1.2 0.0 101.0 0.7 -0.5 
100.7 -0.2 -0.8 101.1 0.5 -0.1 100.9 -0.1 -0.7 101.0 0.1 -0.5 
100.0 -0.7 -0.7 100.0 -1.1 -1.1 100.0 -0.9 -0.9 100.0 -1.1 -1.1 
100.5 0.5 0.8 100.7 0.8 1.0 100.1 0.2 0.4 101.2 1.2 1.5 
101.9 1.4 -1.6 102.3 1.6 -1.4 102.6 2.5 -0.5 103.6 2.4 -0.6 
103.0 1.1 -2.6 103.9 1.6 -2.1 105.3 2.6 -1.1 105.3 1.6 -2.1 
107.5 2.0 -1.2 106.6 2.4 -0.8 111.8 3.2 0.0 107.6 2.6 -0.6 
109.6 2.0 -1.6 109.1 2.3 -1.2 114.4 2.3 -1.2 110.0 2.2 -1.3 
107.2 1.6 -2.6 107.1 2.2 -2.1 111.3 2.6 -1.7 107.4 1.9 -2.4 
110.1 2.0 -1.8 109.3 2.3 -1.5 115.6 3.0 -0.9 110.3 2.2 -1.6 
110.0 2.0 -1.2 109.4 2.4 -0.8 114.5 2.0 -1.2 110.5 2.3 -1.0 

111.1 2.2 -0.8 110.5 2.4 -0.7 116.3 1.9 -1.2 111.7 2.4 -0.7 
所　定　内　給　与

99.9 0.8 － 99.5 1.0 － 100.4 1.4 － 99.9 0.7 － 
99.8 -0.1 － 100.1 0.6 － 100.4 0.0 － 99.9 0.1 － 

100.0 0.2 － 100.0 -0.1 － 100.0 -0.4 － 100.0 0.1 － 
100.3 0.3 － 100.4 0.4 － 100.3 0.3 － 100.8 0.8 － 
101.4 1.1 － 101.7 1.3 － 102.6 2.3 － 102.8 2.0 － 
102.6 1.2 － 103.3 1.6 － 105.2 2.5 － 104.7 1.8 － 
107.1 2.1 － 106.1 2.4 － 111.7 3.1 － 107.2 2.7 － 
109.2 2.0 － 108.7 2.5 － 114.2 2.2 － 109.7 2.3 － 
106.8 1.6 － 106.7 2.2 － 111.1 2.4 － 107.1 1.9 － 
109.8 2.0 － 109.0 2.4 － 115.4 2.9 － 110.1 2.3 － 
109.7 2.0 － 109.1 2.4 － 114.3 2.0 － 110.3 2.3 － 

110.5 2.2 － 109.9 2.5 － 116.1 1.8 － 111.1 2.5 － 
注：実質前年比は、名目賃金指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出した実質賃金指数の前年比、または前年同期比を指す。

　　　　　10月～12月(速報)

時系列表第１表　　賃金指数

パートタイム労働者 規模30人以上

　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月

　　2024年

　　2021年
　　2022年
　　2023年

　　2025年(速報)

　　2018年
　　2019年
　　2020年
　　2021年

　　2020年

　　2020年
　　2021年
　　2022年
　　2023年

　　2025年(速報)

　　2018年
　　2019年

一 般 労 働 者年　月

　　2025年１月～３月

　　2024年

　　2025年１月～３月
　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)

　　2022年

　　2025年(速報)

　　2023年

　　2018年
　　2019年

　　2024年

　　2025年１月～３月
　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)
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時系列表第２表　　労働時間指数

（事業所規模５人以上） （2020（令和２）年平均＝１００）
調　査　産　業　計 製造業

パートタイム労働者

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

総　実　労　働　時　間
105.2 -0.8 104.4 -0.6 107.6 -0.9 105.0 -0.7 0.0 -0.6 -0.4 
102.9 -2.2 102.7 -1.7 104.8 -2.6 102.9 -2.0 -2.3 -1.9 -2.3 
100.0 -2.8 100.0 -2.6 100.0 -4.7 100.0 -2.8 -4.1 -1.3 -1.0 
100.7 0.6 101.0 1.1 99.3 -0.7 101.4 1.4 1.8 0.6 0.0 
100.8 0.1 101.2 0.2 100.3 1.0 102.0 0.6 0.4 -0.2 -0.7 
100.9 0.1 101.9 0.7 99.9 -0.4 102.4 0.4 0.3 -0.8 0.4 
101.4 -1.0 101.1 -0.7 101.1 -1.0 101.8 -0.8 -0.7 -1.0 -0.5 
100.0 -1.4 100.1 -1.0 99.7 -1.4 100.5 -1.3 -0.6 -1.3 -1.0 
96.7 -1.9 96.7 -1.5 97.6 -1.7 97.1 -1.8 -0.7 -1.9 -1.9 

102.1 -1.1 102.1 -0.8 101.7 -1.1 102.4 -1.3 -0.5 -1.0 -0.5 
100.1 -0.7 100.1 -0.3 99.7 -1.4 100.6 -0.5 -0.3 -0.8 -0.1 
101.0 -1.8 101.4 -1.6 99.7 -1.6 101.8 -1.5 -1.1 -1.5 -1.5 

所 定 内 労 働 時 間
104.4 -0.8 103.4 -0.6 107.2 -1.0 104.1 -0.6 -0.2 -0.8 -0.4 
102.0 -2.2 101.7 -1.7 104.4 -2.6 101.9 -2.1 -1.6 -2.0 -2.4 
100.0 -2.0 100.0 -1.5 100.0 -4.2 100.0 -1.7 -2.3 -0.8 -0.5 
100.4 0.4 100.6 0.6 99.5 -0.4 100.9 0.8 0.7 0.5 0.1 
100.1 -0.3 100.3 -0.3 100.3 0.8 101.1 0.2 0.0 -0.5 -1.2 
100.3 0.2 101.1 0.8 99.8 -0.5 101.6 0.5 0.8 -0.7 0.5 
100.8 -0.9 100.5 -0.5 101.0 -1.0 101.2 -0.6 -0.3 -0.9 -0.6 
99.5 -1.3 99.5 -1.0 99.5 -1.5 100.0 -1.2 -0.8 -1.3 -0.9 
96.0 -1.8 95.9 -1.4 97.3 -1.9 96.3 -1.8 -1.0 -1.9 -2.0 

101.7 -1.1 101.6 -0.8 101.5 -1.2 102.0 -1.2 -0.8 -1.0 -0.4 
99.8 -0.6 99.8 -0.2 99.7 -1.1 100.4 -0.4 -0.2 -0.8 0.0 

100.5 -1.7 100.8 -1.5 99.5 -1.7 101.1 -1.6 -1.2 -1.6 -1.4 
所 定 外 労 働 時 間

117.5 -1.5 116.3 -1.2 125.1 -2.3 116.2 -1.1 1.5 1.0 -0.6 
115.1 -1.9 115.0 -1.2 121.9 -2.4 115.1 -1.0 -8.5 0.7 -0.2 
100.0 -13.2 100.0 -13.0 100.0 -18.1 100.0 -13.1 -20.7 -10.6 -13.0 
105.2 5.1 106.2 6.2 93.7 -6.4 107.4 7.4 14.1 3.6 -0.8 
110.0 4.6 111.3 4.8 102.8 9.7 113.0 5.2 6.2 4.2 10.3 
109.0 -0.9 110.9 -0.4 104.4 1.6 111.6 -1.2 -5.5 -2.8 0.4 
109.3 -2.7 109.0 -2.4 107.9 2.6 108.4 -2.6 -3.6 -1.3 -0.8 
106.5 -2.6 106.7 -2.1 106.8 -1.0 106.4 -1.8 1.0 -1.1 -1.6 
106.9 -2.3 106.7 -2.5 109.5 4.5 105.9 -2.2 2.2 -1.4 2.0 
107.2 -2.4 107.2 -1.7 107.9 0.0 106.8 -2.0 2.3 -0.9 -2.0 
103.2 -2.8 103.5 -2.1 103.2 -7.1 103.7 -1.5 -1.3 -1.5 -2.7 

108.7 -2.9 109.2 -2.3 106.4 -1.5 109.3 -1.6 0.5 -0.5 -3.4 

　　2025年(速報)

年　月
卸売業，
小売業

医療，福
祉一 般 労 働 者

　　2018年
　　2019年
　　2020年
　　2021年
　　2022年
　　2023年
　　2024年

事業所規模30人以上

　　2020年
　　2021年

　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)

　　2018年
　　2019年
　　2020年
　　2021年
　　2022年
　　2023年

　　　　　４月～６月

　　2024年
　　2025年(速報)

　　2018年
　　2019年

　　2025年１月～３月
　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)

　　2025年１月～３月

　　2025年１月～３月
　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)

　　2022年
　　2023年
　　2024年
　　2025年(速報)
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時系列表第３表　　常用雇用指数

（事業所規模５人以上） （2020（令和２）年平均＝１００）
調　査　産　業　計 製造業

パートタイム労働者

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

98.6 0.2 99.0 -0.3 97.8 1.6 97.0 1.1 0.3 0.2 -0.3 
99.8 1.2 99.2 0.2 101.0 3.3 98.9 2.0 0.9 0.3 2.8 

100.0 0.2 100.0 0.8 100.0 -1.0 100.0 1.1 0.0 -0.4 2.2 
100.5 0.5 100.3 0.3 101.0 1.0 100.3 0.3 -1.1 0.4 2.8 
101.3 0.8 100.6 0.3 102.8 1.8 99.7 -0.6 -0.9 -0.8 2.6 
103.1 1.9 101.5 0.9 106.8 3.9 100.4 0.8 0.2 0.3 1.9 
104.3 1.2 104.7 3.2 103.4 -3.2 101.6 1.2 -0.1 1.6 0.7 
105.9 1.5 105.6 0.9 106.4 2.9 102.5 0.9 0.1 1.0 1.6 
104.7 1.7 104.1 0.7 106.0 3.6 101.4 1.0 -0.1 1.5 1.8 
106.0 1.6 106.0 0.9 105.9 3.2 102.9 1.0 0.1 1.5 1.5 
106.2 1.3 106.1 0.7 106.5 2.8 102.9 1.0 0.0 0.9 1.4 

106.4 1.2 106.1 1.0 107.3 2.2 102.8 0.8 0.2 0.5 1.6 

医療，福
祉

　　2018年
　　2019年

一 般 労 働 者年　月 事業所規模30人以上

　　2025年１月～３月
　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月(速報)

卸売業，
小売業

　　2020年
　　2021年
　　2022年
　　2023年

　　2025年(速報)
　　2024年

（事業所規模５人以上）

前年差 前年差

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

2.11 -0.04 2.02 -0.02

2.16 0.05 2.06 0.04

1.97 -0.19 1.98 -0.08

1.96 -0.01 1.93 -0.05

2.05 0.09 1.98 0.05

2.14 0.09 2.01 0.03

2.04 -0.10 1.94 -0.07

1.99 -0.05 1.89 -0.05

1.54 -0.07 1.83 -0.08

　　　　　４月～６月 3.11 -0.06 2.53 -0.06

　　　　　７月～９月 1.65 -0.03 1.69 -0.02

　　　　　10月～12月(速報) 1.64 -0.05 1.51 -0.05

時系列表第５表　　労働異動率

　　2025年１月～３月

入  職  率 離  職  率
年　月

　　2022年

　　2025年(速報)

　　2023年

　　2018年

　　2019年

　　2020年

　　2021年

　　2024年

（事業所規模５人以上）
パートタイム労働者

比率

前年差

％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

30.88 0.19

31.53 0.65

31.13 -0.40

31.28 0.15

31.60 0.32

32.24 0.64

30.86 0.51

31.30 0.44

31.53 0.62

　　　　　４月～６月 31.11 0.48

　　　　　７月～９月 31.20 0.43

　　　　　10月～12月(速報) 31.38 0.27

　　2025年１月～３月

時系列表第４表
パートタイム労働者比率

年　月

　　2018年

　　2022年

　　2025年(速報)

　　2023年

　　2019年

　　2020年

　　2021年

　　2024年
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（前年比）

日本 イギリス ドイツ

時給 週給
％ ％ ％ ％ ％

0.5 0.6 0.9 0.6 1.4 
-0.9 1.4 1.0 1.7 1.1 
-1.2 3.6 4.0 0.8 -1.2 
0.5 -0.4 0.1 3.4 0.0 

-0.5 -2.4 -2.9 -1.6 -4.0 
-2.0 0.5 0.0 0.2 0.1 
0.0 1.0 0.5 2.0 3.1 

-0.8 1.1 1.1 － － 
-1.4 1.1 0.9 1.9 1.2 
-1.0 1.3 1.3 0.5 1.9 
-0.4 0.9 0.9 0.7 2.7 
-0.4 1.0 1.0 － － 

厚生労働省調べ（2026年01月30日19:00(JST)時点）

各国の値はすべて前年同期比であり、適宜遡及改訂されることがある。

日本は、名目賃金指数(現金給与総額)を消費者物価指数(総合)で除して算出しており、最新月

及び最新年の値は速報値である。

アメリカ、イギリス、ドイツについては各国のプレス等におけるヘッドラインを引用している。

ただし、イギリスの年平均は、１月から12月までの月次の値を用いて算出している。

アメリカの四半期平均は、月次の値を用いて算出している。（10月～12月は、2025年10月の数値が

ないため11月と12月の数値を用いて算出している。）

なお、実質化に用いた日本を含む各国の消費者物価指数は帰属家賃を含んでいる。

〇アメリカ

　(民間非農業部門全体、CPI-U(1982-1984年基準の固定ドル)により実質化、季節調整済)

　・時給

　　出典：Current Employment Statistics (CES)、アメリカ労働統計局(U.S. Bureau of Labor 

　　　　　Statistics)

　　系列：Average Hourly Earnings of All Employees, 1982-1984 dollars, Total Private, 

　　　　　Seasonally Adjusted (Series ID: CES0500000013)

　・週給

　　出典：同上

　　系列：Average Weekly Earnings of All Employees, 1982-1984 dollars, Total Private, 

　　　　　Seasonally Adjusted (Series ID: CES0500000012)

〇イギリス

　(平均週給、全産業、CPIHにより実質化、季節調整済)

　　出典：Monthly Wages and Salaries Survey (MWSS)、英国国家統計局(Office for National 

　　　　　Statistics)

　　系列：Average Weekly Earnings: Whole Economy Real Terms Level (£): Seasonally 

　　　　　Adjusted Total Pay (Series ID: A3WX)

　　　　　Average Weekly Earnings: Whole Economy Real Terms Year on Year 3 Month Average 

　　　　　Growth (%): Seasonally Adjusted Total Pay (Series ID: A3WW)

〇ドイツ

　(平均月給、全産業、Verbraucherpreisindex (CPI)により実質化、季節調整していない)

　　出典：Verdiensterhebung (Earnings Survey)、ドイツ連邦統計局(Statistisches Bundesamt 

　　　　　(Federal Statistical Office))

　　系列：Real wage index, Germany, Overall Economy (Series ID: 62361-0010)

時系列表第６表
各国公表による主要国の実質賃金

　　　　年　月 アメリカ

　　2022年

　　2018年
　　2019年
　　2020年
　　2021年

　　　　　４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月

　　2025年１月～３月

　　2023年

　　2025年
　　2024年

（事業所規模５人以上）

前年比

円 ％

1,136 2.3

1,167 2.7

1,213 3.9

1,223 0.8

1,242 1.6

1,279 3.0

1,343 4.3

1,394 3.8

1,386 4.3

1,380 4.1

1,393 3.2

1,416 3.5

注：時間当たり給与は、所定内給与を

　　所定内労働時間で除して算出している。

　　　　　４月～６月

　　　　　７月～９月

　　　　　10月～12月(速報)

時間当たり給与

時系列表第７表
時間当たり給与（パートタイム労働者）

　　2025年１月～３月

　　2021年

　　2022年

　　2025年(速報)

年　月

　　2020年

　　2023年

　　2024年

　　2018年

　　2019年
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　用語の説明

　１）常用労働者とは、
　　　　①　期間を定めずに雇われている者
　　　　②　１か月以上の期間を定めて雇われている者
　　　のいずれかに該当する者をいう。（2018（平成30）年１月分調査から定義が変更となっていることに留意が必要）

　２）パートタイム労働者とは、常用労働者のうち、
　　　　①　１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者
　　　　②　１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者
　　　のいずれかに該当する者をいう。

　３）一般労働者とは、常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者をいう。

　４）入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の入職（離職）者数の割合（％）である。なお、入職（離
　　職）者には、同一企業内での事業所間の異動者を含む。

　５）現金給与額について
　　　賃金、給与、手当、賞与その他の名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に通貨で支払うもの
　　で、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く前の金額である。退職を事由に労働者に支払われる退
　　職金は、含まれない。
　　　・現金給与総額：以下に述べるきまって支給する給与と特別に支払われた給与の合計額。
　　　・きまって支給する給与（定期給与）：労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、
　　　　算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、家族手当、超過労働手当を含む。
　　　・所定内給与：きまって支給する給与のうち次の所定外給与以外のもの。
　　　・所定外給与（超過労働給与）：所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や、休日労働、深夜労
　　　　働に対して支給される給与。時間外手当、早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等である。
　　　・特別に支払われた給与（特別給与）：労働協約、就業規則等によらず、一時的又は突発的事由に基づき労働
　　　　者に支払われた給与又は労働協約、就業規則等によりあらかじめ支給条件、算定方法が定められている給与
　　　　で以下に該当するもの。
　　　　　①夏冬の賞与、期末手当等の一時金
　　　　　②支給事由の発生が不定期なもの
　　　　　③３か月を超える期間で算定される手当等（６か月分支払われる通勤手当等）
　　　　　④いわゆるベースアップの差額追給分

　６）実質賃金は、名目賃金指数を「消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）」及び「消費者物価指数（総合）」
　　で除して算出している。持家の帰属家賃とは、持家を借家とみなした場合支払われるであろう家賃のことである。
　　　本調査では、賃金の購買力を示すため、実際に取引が行われている財・サービスに限定している「消費者物価指
　　数（持家の帰属家賃を除く総合）」を用いて算出し、また、国際比較のため、「消費者物価指数（総合）」を用いて
　　実質賃金を算出することとしている。

　７）実労働時間数、出勤日数について
　　　労働者が実際に労働した時間数及び実際に出勤した日数。休憩時間は給与支給の有無にかかわらず除かれる。
　　有給休暇取得分も除かれる。
　　　・総実労働時間：次の所定内労働時間と所定外労働時間の合計。
　　　・所定内労働時間：労働協約、就業規則等で定められた正規の始業時刻と終業時刻の間の実労働時間数。
　　　・所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間数。
　　　・出勤日数：業務のため実際に出勤した日数。１時間でも就業すれば１出勤日とする。
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　利用上の注意
　１) 毎月勤労統計調査の公表値については、特に断りがない限り、以下の数値に基づくものである。
　　　【2003（平成15）年12月分以前】
　　　　毎月の集計結果
　　　【2004（平成16）年１月分～2011（平成23）年12月分】
　　　　全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っており、抽出調査を行う場合に必要な復元を行うこと
　　　　ができなかったことから、時系列比較可能な指数を作成するために推計した「時系列比較のための推計値」
　　　【2012（平成24）年１月分～2019（令和元）年５月分】
　　　　全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っていたことから、抽出調査を行う場合に必要な復元を
　　　　行った集計値
　　　【2019（令和元）年６月分以降】
　　　　毎月の集計結果
　　　　※　2019（令和元）年６月分から2020（令和２）年５月分までの前年同月比（差）は、500人以上規模の
　　　　　事業所については、前年同月の値として、抽出調査による値を用いている。
　　　　　前年同月の値として、抽出調査による値を用いている。

　２) 統計数値は、特に断りのない限り、調査産業計、事業所規模５人以上、常用労働者（パートタイム労働者を含
　　む。)に関するものである。

　３）「前年比」は、対前年増減率（％）を掲載している。四半期の場合、「前年比」、「前年差」は、前年同期と
　　比較している。

　４）表章産業は、日本標準産業分類（2013（平成25）年10月改定）に基づいている。また、産業名で「鉱業，採石業等」、
　　「電気・ガス業」、「不動産・物品賃貸業」、「学術研究等」、「飲食サービス業等」、「生活関連サービス等」、
　　「その他のサービス業」とあるのは、それぞれ「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、
　　「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連
　　サービス業，娯楽業」、「サービス業（他に分類されないもの）」のことである。

　５）前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

  ６）2022（令和４）年１月分確報公表時から、指数は、2020（令和２）年平均を100とする2020（令和２）年基準と
    する。これに伴い、2022（令和４）年１月分以降と比較できるように、2021（令和３）年12月分までの指数を、
    　2020（令和２）年平均が100となるように改訂した。2021（令和３）年12月分までの増減率は、一部を除き、
    改訂前の指数で計算しているため、改訂後の指数で計算した場合と必ずしも一致しない。

  ７）調査対象事業所のうち30人以上規模の事業所の抽出方法は、従来の２～３年に一度行う総入替え方式から、毎
    年１月分調査時に行う部分入替え方式に平成30年から変更した。
    　従来の総入替え方式においては、入替え時に一定の断層が生じていたため、賃金、労働時間指数とその増減率
    については過去に遡った改訂を行っていたが、部分入替え方式導入により断層は縮小することから、過去に遡っ
    た改訂は行っていない。

  ８）2024（令和６）年１月分確報公表時に、労働者数推計を当時利用できる最新のデータ（2021（令和３）年経済
    センサス－活動調査）に基づき更新（ベンチマーク更新）した。ベンチマーク更新に伴い常用雇用指数及びその
　　増減率は、過去に遡って改訂している。賃金・労働時間及びパートタイム労働者比率の2024（令和６）年
　　（１月分確報以降）の前年同月比等については、2023（令和５）年にベンチマーク更新を行った参考値を作成し、
　　この参考値と2024（令和６）年の値を比較することによりベンチマーク更新の影響を取り除いて算出している
　　ため、指数から算出した場合と一致しない。
　　（参考）https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-kaisetsu-20240408.pdf

  ９）最新年の速報値は、１月～11月分結果確報及び12月分結果速報に基づき作成している。

  10）賃金の伸び率は「ベースアップ」の影響を受けやすく、各労働者の「定期昇給」による賃金増の影響は受けづ
    らい。「ベースアップ」の影響は、特に一般労働者の所定内給与に反映される。
　　（参考）https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/dl/maikin-chinginnobiritsu.pdf

今後の公表予定

速報 備考 確報 備考

12月分 *** 2月25日 年平均

1月分 3月9日 4月8日

2月分 4月8日 年末賞与 4月23日

3月分 5月8日 5月22日 年度平均

毎月勤労統計調査の結果の公表時刻は、速報、確報共、原則８時30分です。
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群馬県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 地域別最低賃金 

(1) 件   名  群馬県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額９８５円 

(3) 発 効 日  令和６年 10月４日 

 

２ 生活保護水準 

(1) 比較対象者 

18～19歳・単身世帯者 

(2) 対象年度 

令和６年度 

(3) 生活保護水準（令和６年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の群馬県内人口加

重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（９７，７４５円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記 1の（2）に掲げる 1箇月換算額（註）と上記２の（3）に掲げる金額とを

比較すると群馬県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

（註）1箇月換算額 

９８５円（群馬県最低賃金）×１７３．８（１箇月平均法定労働時間数） 

×０．８２４（可処分所得の総所得に対する比率）＝１４１，０６３円（四捨五入） 
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                                        別 紙 

 

生活保護と最低賃金の比較の計算方法について 

（生活保護及び最低賃金は令和６年度のデーターを使用） 

 

 

１ 前提 

 〇 若年単身 → 生活保護では１８～１９歳・単身世帯 

 〇 冬季加算地区  Ⅴ区 

 〇 級地別人口 

   １級地－１         ０人    １級地－２         ０人 

   ２級地－１   ８１１，５６７人    ２級地－２         ０人 

   ３級地－１   ８６１，０３８人    ３級地－２   ２６６，５０５人 

       計 １，９３９，１１０人 

※ 令和２年国勢調査（人口等基本集計）による市町村別の人口 

 〇 説明の都合により、数値の端数処理が行われている箇所があるが、実際に計算する際は、特に

断りのない限り端数処理は行わないこと。 

 

 

２ 生活保護 

（１）生活扶助基準（令和６年度） 

  ① 第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

    第１類費と第２類費の合計の人口加重平均を求めると 

    （７２，４３０円×８１１，５６７人 ＋ ７０，０８０円×８６１，０３８人 

＋ ６７，７４０円×２６６，５０５人） ÷ １，９３９，１１０人 

    ＝７０，７４１．９円 

  ② 第２類のうち冬季加算（１か月平均） 

    群馬県はⅤ区に分類されるため、１１月から３月まで５か月間支給。（群馬は級地別なし） 

    ４，６３０円×５月÷１２月＝１，９２９．１円 

  ③ 期末一時扶助費（１か月平均） 

    級地別の期末一時扶助費（１か月平均） 

    ２級地－１  １２，８８０円×１月÷１２月 ＝ １，０７３円 

    ３級地－１  １１，６１０円×１月÷１２月 ＝   ９６８円 

    ３級地－２  １０，９７０円×１月÷１２月 ＝   ９１４円 

    （１，０７３円×８１１，５６７円人 ＋ ９６８円×８６１，０３８円 

     ＋ ９１４円×２６６，５０５円） ÷ １，９３９，１１０人＝１，００４．５円 

  以上、①、②、③より、 

生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込み）＋期末一時扶助費） ＝ ①７０，７４１．９ 

円 ＋ ②１，９２９．１円 ＋ ③１，００４．５円 ＝ ７３，６７５．５円 
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（２）住宅扶助実績値（令和６年度） 

   ・ 単身被保護世帯数 

    群馬県（前橋市・高崎市を除く）５，９４４世帯、前橋市３，０８４世帯、高崎市２，６７  

５世帯。  合計１１，７０３世帯 

・ 住宅扶助実績値 

 群馬県（前橋市・高崎市を除く）２１，５２５．２円、前橋市２７，３７９．５円、高崎市 

２５，９０４．９円 

     ※１ 令和６年度被保護者調査年次調査（個別調査）第３－１０表により示される群馬県

（前橋市・高崎市を除く）、前橋市、高崎市の単身被保護世帯数及び同１世帯当たり

住宅扶助の値。 

     ※２ 上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。 

・ （２１，５２５．２円×５，９４４世帯 ＋ ２７，３７９．５円×３，０８４世帯 

＋ ２５，９０４．９円×２，６７５世帯）÷ １１，７０３世帯  

＝ ２４，０６９．０円 

 

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

   以上（１）、（２）より、 

   生活扶助基準 ＋ 住宅扶助実績値 

   ７３，６７５．５円 ＋ ２４，０６９．０円 ＝ ９７，７４５円（小数点以下四捨五入） 

 

 

３ 最低賃金との比較 

  時給９８５円（令和６年度群馬県最低賃金額）で月１７３．８時間（週４０時間）働いた場合の

１か月の収入（手取額）は、 

  ９８５円 × １７３．８時間 × ０．８２４ ＝ １４１，０６３円（小数点以下四捨五入） 

      ※ ０．８２４は、税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率。 

  したがって、生活保護と最低賃金の差額は、 

   生活保護９７，７４５円 － 最低賃金（手取額）１４１，０６３円 ＝ △４３，３１８円 

となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。この差額を１７３．８時間で割って１時

間あたりとし、０．８２４で割って手取額から額面に換算すると、 

  △４３，３１８円 ÷ １７３．８÷０．８２４ ＝ △３０２円／時間（小数点以下四捨五入） 

となる。 
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【別添１】

生活扶助基準額（令和５年10月改定反映）

○第１類費、第２類費（冬期加算を除く）、特例加算、経過的加算　合算額（単位：円）

年齢区分・世帯人員 １級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

18～19歳・１人 77,050 74,310 72,430 71,460 70,080 67,740

※令和５年10月改定に基づく計算式等については参考１－２を参照のこと。

○冬季加算（単位：円）

冬季加算区分・世帯人員 加算額

Ⅰ区・１人 12,780

Ⅱ区・１人 9,030

Ⅲ区・１人 7,460

Ⅳ区・１人 6,790

Ⅴ区・１人 4,630

Ⅵ区・１人 2,630

（冬季加算地区区分）

地区別 Ⅰ区 Ⅱ区 Ⅲ区 Ⅳ区 Ⅴ区 Ⅵ区

都道府県名 北海道 岩手県 宮城県 石川県 栃木県 その他

青森県 山形県 福島県 福井県 群馬県

秋田県 新潟県 富山県 山梨県

長野県 岐阜県

鳥取県

島根県

○期末一時扶助費［12月のみ］（単位：円）

世帯人員 １級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

１人 14,160 13,520 12,880 12,250 11,610 10,970

11～3月

加算される期間

10～4月

10～4月

11～4月

11～4月

11～3月
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（２級地－１・前橋市、高崎市）　　

令和８年度 生活保護基準額表（２級地－１・前橋市、高崎市）（令和８年４月～）

第１類 教育扶助

年齢 小学校等 中学校等

０～２ 3,400円 5,300円

３～５ 1,170円以内 1,250円以内

６～１１ 16,400円 59,800円

１２～１７ [特]21,320円以内 [特]77,740円以内

１８・１９

２０～４０

４１～５９

６０～６４

６５～６９

７０～７４

７５～　　

逓減率

世帯人員 その他の扶助

１人

２人

３人

４人 ［特］ 388,000円以内

５人 衛生材料費

６人 大人

７人 小人

８人

９人

１０人以上 [特](ｳ) 154,000円以内

[特](ｴ) 246,000円以内

第２類、冬季加算及び期末一時扶助 [特](ｷ) 380,000円以内

世帯人員 冬季加算Ⅴ区(注) 期末一時扶助

１人 4,630円 13,190円 [特]学級費等 2,170円以内

２人 6,580円 21,510円

３人 7,470円 22,160円

４人 8,070円 24,930円

５人 8,300円 25,980円

６人 8,820円 29,550円

７人 9,200円 31,400円

８人 9,490円 33,240円

９人 9,790円 34,820円
１０人以上１

人増すごとに
310円 1,580円

(注)局第7-2-(1)-ｱに該当する者には特別基準（1.3倍）を適用

入院患者及び県内救護施設

区分 入院患者 介護施設入所者 県内救護施設(注)

基 準 額 23,670円以内 10,120円以内 62,410円

群馬県（Ⅴ区） 1,030円

1-1　　14,500 1-2　　13,850

2-1　　13,190 2-2　　12,550

3-1　　11,890 3-2　　11,240

10,120円以内 －

(注)局第7-2-(1)-ｹにより2級地を適用

住宅扶助

43,200円

43,200円

43,640円

43,640円

43,640円

43,640円

45,820円

0.87

基準額

0.52

0.55

222,000円以内

15,200円以内 23,600円以内

必要な最小限度の額

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

介護施設入所者加算

期末一時
扶助費

入院先の級地区分による

2,910円

4,720円

(高等学校就学費を除
く。)

学習支援費
（年間上限額）

2,760円

64,670円

61,910円

58,920円

55,650円

基 本 額
( 月 額 )

0.50

49,180円

48,900円

44,730円

38,060円

27,790円

冬季加算

給　　　　食　　　　費 保護者が負担すべき額

教材代
正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

30,000円以内

高等学校等所在の都道府県条例
に定める都道府県立高等学校に
おける額以内の額(市町村立は市
町村条例の額以内)｡

入学料

授業料（高等学
校等就学支援金
の支給に関する
法律第２条各号
に掲げるものに在
学する場合を除
く。）

高等学校等が所在する都道府県
の条例に定める都道府県立の高
等学校における額以内の額

7,300円

101,000円

　　　　[特]131,300円以内

災害時等の学用
品費の再支給

177,600円以内

47,000円以内

校外活動参加費(必要最小限)

基準額

葬祭扶助

出産扶助

6,300円以内

336,000円以内出産に
要する費用

区分

基 準 額

学 級 費

入院先の地区別による

技 能 修 得 費

区分

入学考査料
通学のための交通費

生 業 費

学習支援費
（年間上限額）

その他

通学のための交通費

1.00

率

0.58

0.59

0.66

0.75

基準額

41,460円

41,460円

43,200円

37,100円

教　　　　材　　　　代

118,200円以内

就 職 支 度 費 35,000円以内

入学準備金

通学に必要な最小限度の額

技
能
修
得
費

高
等
学
校
就
学
費

災害時等の学用
品費の再支給

36,500円以内

92,000円以内

【基準生活費の算定】

Ａ＋Ｂ＋Ｃ+特例加算

Ａ １類×率＋２類

B 経過的加算額（保護手帳参照）

C 地区別冬期加算額

特例加算 世帯員一人につき1,500円

（令和８年１０月～2,500円）

※円未満切り捨て後、10円未満端数切り上げ

★生活扶助基準について、令和８年

１０月から１年間特例加算を引き上げ、

令和９年１０月からの扱いは令和９年

度の予算編成過程で検討。

・特例加算：世帯員一人につき月額

1,500円を加えるものとする（令和８年

１０月～2,500円）。

※入院患者・介護施設入所者につい

ては、令和８年１０月以降も現行の一

人につき月額1,000円の額を維持

・当該加算を行ってもなお改定以前

の基準額から減額となる世帯につい

て、改定前の基準額を保障する。
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（２級地－１・前橋市、高崎市）　　

障害者加算 各種控除

在 宅 入院・入所 月額 12,900円

25,540円 22,850円 月額 11,900円

17,020円 15,230円 R8.7.1～

16,560円 一時扶助

13,890円 再 生 １組 15,300円以内

新 規 １組 22,500円以内

１人 15,800円以内

児童養育加算 世帯人員 夏季(４～９月) 冬季(１０～３月)

２人まで 22,500円以内 40,300円以内

４人まで 42,800円以内 68,200円以内

５人 55,000円以内 86,800円以内

母子加算

在 宅 入院・入所

17,400円 19,820円

21,800円 21,420円 [特] 58,400円以内

2,700円 790円

[特] 78,000円以内

その他の加算

妊娠６ヶ月未満 9,350円 小学校等

妊娠６ヶ月以上 14,120円 中学校等

月額 5,000円

（１） 49,120円 [特] 204,000円以内

（２） 24,560円 [特]月額 14,000円以内

[特]　必要最小限度の額

[特]　必要最小限度の額

[特] 34,000円以内

不動産鑑定費用

【級地区分】

前橋市、高崎市、桐生市（３市）

伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、草津町、みなかみ町、大泉町（１１市町）

みどり市、上記以外の町村（２１市町村）

区 分

妊 婦 加 算

児 童 １ 人

児童の
養育者

高等学校等修了前 10,190円

児 童 ２ 人

１ 人 増 す ご と に

【児童】18歳に達する日以後の最初の3月31日までにある者、又は20歳未満
で障害者加算に該当する者

区 分

（２）のア

（２）のイ

（３）重度障害者加算

（４）家族介護料

（５）他人介護料

[特]

16,100円

13,490円

75,820円以内

113,740円以内

(厚労大臣承認の特別基準※) (171,200円以内)

※自治体により金額が異なる

新規就労控除（６ヶ月間）

２０歳未満控除

布団類

平 常 着

新 生 児 用 品 等

暖 房 器 具
31,000円以内

58,400円以内

4,900円以内

26,400円以内

8,000円以内 11,900円以内

入 院 時 寝 巻 等

家 具 什 器 費
（暖房器具・冷房器具を除
く 。 ）

紙 お む つ 等

災害にあい
災害救助法
が発動され
ない場合の
布団類・被

服

36,700円以内

１ 人 を 増
す ご と に

放射線障害者加算

在 宅 患 者 加 算

（日当は委託使役者に限る。）

交通費、宿泊料、飲食物費、日当

冷 房 器 具 78,000円以内

移送費

入学
準備金

91,600円以内

101,000円以内

就労活動促進費
配電設備費

水道・井戸、下水道設備費

液化石油ガス設備費

136,000円以内

産 婦 加 算 8,690円

13,590円

２級地－１：

３級地－１：

３級地－２：

介護保険料加算
納付すべき介護保険料額

(特別徴収を除く)

家財保管料

保護の申請を行った者又は
保護受給中の者が、要保護
世帯向け長期生活支援資金
を利用（貸付審査により貸付
の利用に至らなかった場合も
含む。）する場合

不動産鑑定（再評価に要する費用を
除く。）及び抵当権等の設定登記その
他のために必要な額

家財処分料

除雪費

区分 基準額

妊娠定期検査料
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（２級地－１・桐生市）　　

令和８年度 生活保護基準額表（２級地－１・桐生市） （令和８年４月～）

第１類 教育扶助

年齢 小学校等 中学校等

０～２ 3,400円 5,300円

３～５ 1,170円以内 1,250円以内

６～１１ 16,400円 59,800円

１２～１７ [特]21,320円以内 [特]77,740円以内

１８・１９

２０～４０

４１～５９

６０～６４

６５～６９

７０～７４

７５～　　

逓減率

世帯人員 その他の扶助

１人

２人

３人

４人 ［特］ 388,000円以内

５人 衛生材料費

６人 大人

７人 小人

８人

９人

１０人以上 [特](ｳ) 154,000円以内

[特](ｴ) 246,000円以内

第２類、冬季加算及び期末一時扶助 [特](ｷ) 380,000円以内

世帯人員 冬季加算Ⅴ区(注) 期末一時扶助

１人 4,630円 13,190円 [特]学級費等 2,170円以内

２人 6,580円 21,510円

３人 7,470円 22,160円

４人 8,070円 24,930円

５人 8,300円 25,980円

６人 8,820円 29,550円

７人 9,200円 31,400円

８人 9,490円 33,240円

９人 9,790円 34,820円
１０人以上１

人増すごとに
310円 1,580円

(注)局第7-2-(1)-ｱに該当する者には特別基準（1.3倍）を適用

入院患者及び県内救護施設

区分 入院患者 介護施設入所者 県内救護施設(注)

基 準 額 23,670円以内 10,120円以内 62,410円

群馬県（Ⅴ区） 1,030円

1-1　　14,500 1-2　　13,850 通学に必要な最小限度の額

2-1　　13,190 2-2　　12,550

3-1　　11,890 3-2　　11,240

10,120円以内 －

(注)局第7-2-(1)-ｹにより2級地を適用

住宅扶助

118,200円以内

就 職 支 度 費 35,000円以内

入学準備金

技
能
修
得
費

高
等
学
校
就
学
費

36,500円以内
災害時等の学用
品費の再支給

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

保護者が負担すべき額

92,000円以内

(高等学校就学費を除
く。)

教材代
正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

高等学校等が所在する都道府県
の条例に定める都道府県立の高
等学校における額以内の額

30,000円以内

高等学校等所在の都道府県条例
に定める都道府県立高等学校に
おける額以内の額(市町村立は市
町村条例の額以内)｡

7,300円

101,000円

　　　　[特]131,300円以内

基 本 額
( 月 額 )

必要な最小限度の額

出産扶助

177,600円以内

0.75

0.87

1.00

0.50

41,460円

基準額

49,180円

48,900円

44,730円

38,060円

27,790円

基準額

率

0.52

0.55

0.58

0.59

0.66

43,640円

43,640円

45,820円

43,200円

区分

基 準 額

学 級 費

入院先の地区別による

技 能 修 得 費

区分

学習支援費
（年間上限額）

その他

葬祭扶助

学習支援費
（年間上限額）

災害時等の学用
品費の再支給

生 業 費

教　　　　材　　　　代

給　　　　食　　　　費
通学のための交通費

43,200円

43,200円

43,640円

43,640円

41,460円

37,100円

61,910円

58,920円

55,650円

介護施設入所者加算

期末一時
扶助費

入院先の級地区分による

2,910円

入学考査料
通学のための交通費

4,720円

2,760円

64,670円

冬季加算

授業料（高等学
校等就学支援金
の支給に関する
法律第２条各号
に掲げるものに在
学する場合を除
く。）

入学料

出産に
要する費用

47,000円以内

校外活動参加費(必要最小限)

222,000円以内

6,300円以内

基準額

15,200円以内 23,600円以内

336,000円以内

【基準生活費の算定】

Ａ＋Ｂ＋Ｃ+特例加算

Ａ １類×率＋２類

B 経過的加算額（保護手帳参照）

C 地区別冬期加算額

特例加算 世帯員一人につき1,500円

（令和８年１０月～2,500円）

※円未満切り捨て後、10円未満端数切り上げ

★生活扶助基準について、令和８年

１０月から１年間特例加算を引き上げ、

令和９年１０月からの扱いは令和９年

度の予算編成過程で検討。

・特例加算：世帯員一人につき月額

1,500円を加えるものとする（令和８年

１０月～2,500円）。

※入院患者・介護施設入所者につい

ては、令和８年１０月以降も現行の一

人につき月額1,000円の額を維持

・当該加算を行ってもなお改定以前

の基準額から減額となる世帯につい

て、改定前の基準額を保障する。
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（２級地－１・桐生市）　　

障害者加算 各種控除

在 宅 入院・入所 月額 12,900円

25,540円 22,850円 月額 11,900円

17,020円 15,230円 R8.7.1～

16,560円 一時扶助

13,890円 再 生 １組 15,300円以内

新 規 １組 22,500円以内

１人 15,800円以内

児童養育加算 世帯人員 夏季(４～９月) 冬季(１０～３月)

２人まで 22,500円以内 40,300円以内

４人まで 42,800円以内 68,200円以内

５人 55,000円以内 86,800円以内

母子加算

在 宅 入院・入所

17,400円 19,820円

21,800円 21,420円 [特] 58,400円以内

2,700円 790円

[特] 78,000円以内

その他の加算

妊娠６ヶ月未満 9,350円 小学校等

妊娠６ヶ月以上 14,120円 中学校等

月額 5,000円

（１） 49,120円 [特] 204,000円以内

（２） 24,560円 [特]月額 14,000円以内

[特]　必要最小限度の額

[特]　必要最小限度の額

[特] 34,000円以内

不動産鑑定費用

【級地区分】

前橋市、高崎市、桐生市（３市）

伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、草津町、みなかみ町、大泉町（１１市町）

みどり市、上記以外の町村（２１市町村）

※自治体により金額が異なる

不動産鑑定（再評価に要する費用を
除く。）及び抵当権等の設定登記その
他のために必要な額

家財処分料

除雪費

136,000円以内

区分 基準額

31,000円以内

（日当は委託使役者に限る。）

妊娠定期検査料

91,600円以内

101,000円以内

就労活動促進費
配電設備費

水道・井戸、下水道設備費

液化石油ガス設備費

78,000円以内

交通費、宿泊料、飲食物費、日当

児 童 ２ 人

１ 人 増 す ご と に

産 婦 加 算 8,690円

区 分

児 童 １ 人

妊 婦 加 算

【児童】18歳に達する日以後の最初の3月31日までにある者、又は20歳未満
で障害者加算に該当する者

３級地－１：

３級地－２：

介護保険料加算
納付すべき介護保険料額

(特別徴収を除く)

暖 房 器 具

２級地－１：

保護の申請を行った者又は
保護受給中の者が、要保護
世帯向け長期生活支援資金
を利用（貸付審査により貸付
の利用に至らなかった場合も
含む。）する場合

13,590円

冷 房 器 具

移送費

入学
準備金

在 宅 患 者 加 算

放射線障害者加算
家財保管料

58,400円以内

4,900円以内

26,400円以内

新規就労控除（６ヶ月間）

２０歳未満控除

布団類

平 常 着

新 生 児 用 品 等

8,000円以内 11,900円以内

入 院 時 寝 巻 等

家 具 什 器 費
（暖房器具・冷房器具を除
く 。 ）

紙 お む つ 等

災害にあい
災害救助法
が発動され
ない場合の
布団類・被

服

36,700円以内

１ 人 を 増
す ご と に

児童の
養育者

高等学校等修了前 10,190円

区 分

（２）のア

（２）のイ

（３）重度障害者加算

（４）家族介護料

（５）他人介護料

[特]

16,100円

13,490円

75,820円以内

113,740円以内

(厚労大臣承認の特別基準※) (171,200円以内)
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（３級地－１）　　

令和８年度 生活保護基準額表（３級地－１） （令和８年４月～）

第１類 教育扶助

年齢 小学校等 中学校等

０～２ 3,400円 5,300円

３～５ 1,170円以内 1,250円以内

６～１１ 16,400円 59,800円

１２～１７ [特]21,320円以内 [特]77,740円以内

１８・１９

２０～４０

４１～５９

６０～６４

６５～６９

７０～７４

７５～　　

逓減率

世帯人員 その他の扶助

１人

２人

３人

４人 ［特］ 388,000円以内

５人 衛生材料費

６人 大人

７人 小人

８人

９人

１０人以上 [特](ｳ) 154,000円以内

[特](ｴ) 246,000円以内

第２類、冬季加算及び期末一時扶助 [特](ｷ) 380,000円以内

世帯人員 冬季加算Ⅴ区(注) 期末一時扶助

１人 4,630円 11,890円 [特]学級費等 2,170円以内

２人 6,580円 19,380円

３人 7,470円 19,980円

４人 8,070円 22,470円

５人 8,300円 23,420円

６人 8,820円 26,640円

７人 9,200円 28,300円

８人 9,490円 29,970円

９人 9,790円 31,390円
１０人以上１

人増すごとに
310円 1,420円

(注)局第7-2-(1)-ｱに該当する者には特別基準（1.3倍）を適用

入院患者及び県内救護施設

区分 入院患者 介護施設入所者 県内救護施設(注)

基 準 額 23,670円以内 10,120円以内 59,120円

群馬県（Ⅴ区） 1,030円

1-1　　14,500 1-2　　13,850 通学に必要な最小限度の額

2-1　　13,190 2-2　　12,550

3-1　　11,890 3-2　　11,240

10,120円以内 －

(注)局第7-2-(1)-ｹにより2級地を適用

住宅扶助

就 職 支 度 費 35,000円以内

入学準備金

技
能
修
得
費

高
等
学
校
就
学
費

災害時等の学用
品費の再支給

36,500円以内

1.00

率

0.55

0.58

0.59

0.66

0.75

118,200円以内

336,000円以内

介護施設入所者加算

期末一時
扶助費

入院先の級地区分による

2,910円

入学考査料
通学のための交通費

4,250円

冬季加算

41,290円

41,290円

43,360円

40,880円

39,230円

35,100円

40,880円

40,880円

41,290円

41,290円

区分

基 準 額

学 級 費

入院先の地区別による

技 能 修 得 費

区分

学習支援費
（年間上限額）

その他

葬祭扶助

学習支援費
（年間上限額）

災害時等の学用
品費の再支給

生 業 費

教　　　　材　　　　代

基準額

2,760円

64,670円

61,910円

58,920円

55,650円

49,180円

48,900円

44,730円

38,060円

39,230円

27,790円

基準額

0.50
(高等学校就学費を除
く。)

教材代

92,000円以内

出産に
要する費用

0.52

0.87

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

授業料（高等学
校等就学支援金
の支給に関する
法律第２条各号
に掲げるものに在
学する場合を除
く。）

高等学校等が所在する都道府県
の条例に定める都道府県立の高
等学校における額以内の額

30,000円以内

高等学校等所在の都道府県条例
に定める都道府県立高等学校に
おける額以内の額(市町村立は市
町村条例の額以内)｡

7,300円

101,000円

　　　　[特]131,300円以内

基 本 額
( 月 額 )

入学料

給　　　　食　　　　費 保護者が負担すべき額

通学のための交通費 必要な最小限度の額

出産扶助

155,400円以内

47,000円以内

校外活動参加費(必要最小限)

194,300円以内

6,300円以内

基準額

15,200円以内 23,600円以内

【基準生活費の算定】

Ａ＋Ｂ＋Ｃ+特例加算

Ａ １類×率＋２類

B 経過的加算額（保護手帳参照）

C 地区別冬期加算額

特例加算 世帯員一人につき1,500円

（令和８年１０月～2,500円）

※円未満切り捨て後、10円未満端数切り上げ

★生活扶助基準について、令和８年

１０月から１年間特例加算を引き上げ、

令和９年１０月からの扱いは令和９年

度の予算編成過程で検討。

・特例加算：世帯員一人につき月額

1,500円を加えるものとする（令和８年

１０月～2,500円）。

※入院患者・介護施設入所者につい

ては、令和８年１０月以降も現行の一

人につき月額1,000円の額を維持

・当該加算を行ってもなお改定以前

の基準額から減額となる世帯につい

て、改定前の基準額を保障する。
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（３級地－１）　　

障害者加算 各種控除

在 宅 入院・入所 月額 12,900円

23,620円 22,850円 月額 11,900円

15,750円 15,230円 R8.7.1～

16,560円 一時扶助

13,890円 再 生 １組 15,300円以内

新 規 １組 22,500円以内

１人 15,800円以内

児童養育加算 世帯人員 夏季(４～９月) 冬季(１０～３月)

２人まで 22,500円以内 40,300円以内

４人まで 42,800円以内 68,200円以内

５人 55,000円以内 86,800円以内

母子加算

在 宅 入院・入所

16,100円 19,820円

20,200円 21,420円 [特] 58,400円以内

2,500円 790円

[特] 78,000円以内

その他の加算

妊娠６ヶ月未満 7,950円 小学校等

妊娠６ヶ月以上 12,010円 中学校等

月額 5,000円

（１） 49,120円 [特] 204,000円以内

（２） 24,560円 [特]月額 14,000円以内

[特]　必要最小限度の額

[特]　必要最小限度の額

[特] 34,000円以内

不動産鑑定費用

【級地区分】

前橋市、高崎市、桐生市（３市）

伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、草津町、みなかみ町、大泉町（１１市町）

みどり市、上記以外の町村（２１市町村）

不動産鑑定（再評価に要する費用を
除く。）及び抵当権等の設定登記その
他のために必要な額

家財処分料

除雪費

136,000円以内

区分 基準額

31,000円以内

放射線障害者加算

在 宅 患 者 加 算

（日当は委託使役者に限る。）

妊娠定期検査料

91,600円以内

101,000円以内

就労活動促進費
配電設備費

水道・井戸、下水道設備費

液化石油ガス設備費

家財保管料

78,000円以内

交通費、宿泊料、飲食物費、日当

妊 婦 加 算

３級地－１：

３級地－２：

介護保険料加算
納付すべき介護保険料額

(特別徴収を除く)

暖 房 器 具

２級地－１：

保護の申請を行った者又は
保護受給中の者が、要保護
世帯向け長期生活支援資金
を利用（貸付審査により貸付
の利用に至らなかった場合も
含む。）する場合

11,550円

冷 房 器 具

移送費

入学
準備金

１人増すごとに

産 婦 加 算 7,390円

58,400円以内

4,900円以内

26,400円以内

新規就労控除（６ヶ月間）

２０歳未満控除

布団類

平 常 着

新 生 児 用 品 等

8,000円以内 11,900円以内

入 院 時 寝 巻 等

家 具 什 器 費
（暖房器具・冷房器具を除
く 。 ）

紙 お む つ 等

災害にあい
災害救助法
が発動され
ない場合の
布団類・被

服

36,700円以内

１ 人 を 増
す ご と に

（５）他人介護料

(厚労大臣承認の特別基準※)

[特]

16,100円

13,490円

75,820円以内

113,740円以内

(171,200円以内)

区 分

（２）のア

（２）のイ

（３）重度障害者加算

（４）家族介護料

※自治体により金額が異なる

【児童】18歳に達する日以後の最初の3月31日までにある者、又は20歳未満
で障害者加算に該当する者

高等学校等修了前
児童の
養育者

10,190円

児 童 ２ 人

区 分

児 童 １ 人
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（３級地－２）　　

令和８年度 生活保護基準額表（３級地－２） （令和８年４月～）

第１類 教育扶助

年齢 小学校等 中学校等

０～２ 3,400円 5,300円

３～５ 1,170円以内 1,250円以内

６～１１ 16,400円 59,800円

１２～１７ [特]21,320円以内 [特]77,740円以内

１８・１９

２０～４０

４１～５９

６０～６４

６５～６９

７０～７４

７５～　　

逓減率

世帯人員 その他の扶助

１人

２人

３人

４人 ［特］ 388,000円以内

５人 衛生材料費

６人 大人

７人 小人

８人

９人

１０人以上 [特](ｳ) 154,000円以内

[特](ｴ) 246,000円以内

第２類、冬季加算及び期末一時扶助 [特](ｷ) 380,000円以内

世帯人員 冬季加算Ⅴ区(注) 期末一時扶助

１人 4,630円 11,240円 [特]学級費等 2,170円以内

２人 6,580円 18,310円

３人 7,470円 18,880円

４人 8,070円 21,230円

５人 8,300円 22,140円

６人 8,820円 25,160円

７人 9,200円 26,730円

８人 9,490円 28,310円

９人 9,790円 29,650円
１０人以上１

人増すごとに
310円 1,350円

(注)局第7-2-(1)-ｱに該当する者には特別基準（1.3倍）を適用

入院患者及び県内救護施設

区分 入院患者 介護施設入所者 県内救護施設(注)

基 準 額 23,670円以内 10,120円以内 59,120円

群馬県（Ⅴ区） 1,030円

1-1　　14,500 1-2　　13,850 通学に必要な最小限度の額

2-1　　13,190 2-2　　12,550

3-1　　11,890 3-2　　11,240

10,120円以内 －

(注)局第7-2-(1)-ｹにより2級地を適用

住宅扶助

就 職 支 度 費 35,000円以内

入学準備金

技
能
修
得
費

高
等
学
校
就
学
費

災害時等の学用
品費の再支給

36,500円以内

基準額

37,000円

38,560円

38,560円

38,950円

38,950円

2,760円

64,670円

61,910円

58,920円

55,650円

49,180円

48,900円

44,730円

38,060円

1.00

率

区分

基 準 額

学 級 費

入院先の地区別による

技 能 修 得 費

区分

学習支援費
（年間上限額）

その他

葬祭扶助

学習支援費
（年間上限額）

災害時等の学用
品費の再支給

生 業 費

教　　　　材　　　　代

27,790円

基準額

0.50

0.52

0.55

38,950円

38,950円

40,900円

38,560円

33,110円

37,000円

336,000円以内

介護施設入所者加算

期末一時
扶助費

入院先の級地区分による

2,910円

入学考査料
通学のための交通費

4,250円

冬季加算

(高等学校就学費を除
く。)

教材代

92,000円以内

出産に
要する費用

118,200円以内

0.58

0.59

0.66

0.75

0.87

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

正規の授業で使用する教材の購
入又は利用に必要な額

授業料（高等学
校等就学支援金
の支給に関する
法律第２条各号
に掲げるものに在
学する場合を除
く。）

高等学校等が所在する都道府県
の条例に定める都道府県立の高
等学校における額以内の額

30,000円以内

高等学校等所在の都道府県条例
に定める都道府県立高等学校に
おける額以内の額(市町村立は市
町村条例の額以内)｡

7,300円

101,000円

　　　　[特]131,300円以内

基 本 額
( 月 額 )

入学料

給　　　　食　　　　費 保護者が負担すべき額

通学のための交通費 必要な最小限度の額

出産扶助

155,400円以内

47,000円以内

校外活動参加費(必要最小限)

194,300円以内

6,300円以内

基準額

15,200円以内 23,600円以内

【基準生活費の算定】

Ａ＋Ｂ＋Ｃ+特例加算

Ａ １類×率＋２類

B 経過的加算額（保護手帳参照）

C 地区別冬期加算額

特例加算 世帯員一人につき1,500円

（令和８年１０月～2,500円）

※円未満切り捨て後、10円未満端数切り上げ

★生活扶助基準について、令和８年

１０月から１年間特例加算を引き上げ、

令和９年１０月からの扱いは令和９年

度の予算編成過程で検討。

・特例加算：世帯員一人につき月額

1,500円を加えるものとする（令和８年

１０月～2,500円）。

※入院患者・介護施設入所者につい

ては、令和８年１０月以降も現行の一

人につき月額1,000円の額を維持

・当該加算を行ってもなお改定以前

の基準額から減額となる世帯につい

て、改定前の基準額を保障する。
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（３級地－２）　　

障害者加算 各種控除

在 宅 入院・入所 月額 12,900円

23,620円 22,850円 月額 11,900円

15,750円 15,230円 R8.7.1～

16,560円 一時扶助

13,890円 再 生 １組 15,300円以内

新 規 １組 22,500円以内

１人 15,800円以内

※自治体により金額が異なる

児童養育加算 世帯人員 夏季(４～９月) 冬季(１０～３月)

２人まで 22,500円以内 40,300円以内

４人まで 42,800円以内 68,200円以内

５人 55,000円以内 86,800円以内

母子加算

在 宅 入院・入所

16,100円 19,820円

20,200円 21,420円 [特] 58,400円以内

2,500円 790円

[特] 78,000円以内

その他の加算

妊娠６ヶ月未満 7,950円 小学校等

妊娠６ヶ月以上 12,010円 中学校等

月額 5,000円

（１） 49,120円 [特] 204,000円以内

（２） 24,560円 [特]月額 14,000円以内

[特]　必要最小限度の額

[特]　必要最小限度の額

[特] 34,000円以内

不動産鑑定費用

【級地区分】

前橋市、高崎市、桐生市（３市）

伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、草津町、みなかみ町、大泉町（１１市町）

みどり市、上記以外の町村（２１市町村）

不動産鑑定（再評価に要する費用を
除く。）及び抵当権等の設定登記そ
の他のために必要な額

家財処分料

除雪費

136,000円以内

区分 基準額

31,000円以内

放射線障害者加
算

在 宅 患 者 加 算

（日当は委託使役者に限る。）

妊娠定期検査料

91,600円以内

101,000円以内

就労活動促進費
配電設備費

水道・井戸、下水道設備費

液化石油ガス設備費

家財保管料

78,000円以内

交通費、宿泊料、飲食物費、日当

妊 婦 加 算

児 童 ２ 人

１ 人増 す ご と に

産 婦 加 算 7,390円

区 分

児 童 １ 人

３級地－１：

３級地－２：

介護保険料加算
納付すべき介護保険料額

(特別徴収を除く)

暖 房 器 具

２級地－１：

保護の申請を行った者又は
保護受給中の者が、要保護
世帯向け長期生活支援資金
を利用（貸付審査により貸付
の利用に至らなかった場合も
含む。）する場合

11,550円

冷 房 器 具

移送費

入学
準備金

【児童】18歳に達する日以後の最初の3月31日までにある者、又は20歳未
満で障害者加算に該当する者

58,400円以内

4,900円以内

26,400円以内

新規就労控除（６ヶ月間）

２０歳未満控除

布団類

平 常 着

新 生 児 用 品 等

8,000円以内 11,900円以内

入 院 時 寝 巻 等

家 具 什 器 費
（暖房器具・冷房器具を除く。）

紙 お む つ 等

災害にあい
災害救助法
が発動され
ない場合の
布団類・被

服

36,700円以内

１ 人 を 増
す ご と に

児童の
養育者

高等学校等修了前 10,190円

区 分

（２）のア

（２）のイ

（３）重度障害者加算

（４）家族介護料

（５）他人介護料

(厚労大臣承認の特別基準)

[特]

16,100円

13,490円

75,820円以内

113,740円以内

(171,200円以内)
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【別添３】

市町村 人　口 ２級地―１合計 ３級地―１合計 ３級地―２合計
前橋市 332,149

２級地-１ 高崎市 372,973
桐生市 106,445
（小計） 811,567 811,567
伊勢崎市 211,850
太田市 223,014
沼田市 45,337
館林市 75,309
渋川市 74,581

３級地-１ 藤岡市 63,261
富岡市 47,446
安中市 54,907
草津町 6,049
みなかみ町 17,195
大泉町 42,089
（小計） 861,038 861,038
みどり市 49,648
榛東村 14,216
吉岡町 21,792
上野村 1,128
神流町 1,645
下仁田町 6,576
南牧村 1,611
甘楽町 12,491
中之条町 15,386

３級地-２ 東吾妻町 12,728
長野原町 5,095
嬬恋村 8,850
高山村 3,511
片品村 3,993
川場村 3,480
昭和村 6,953
玉村町 36,054
板倉町 14,083
明和町 10,882
千代田町 10,861
邑楽町 25,522
（小計） 266,505 266,505
総数（人） 1,939,110 811,567 861,038 266,505
構成比（％） 41.85% 44.40% 13.74%

（令和２年10月１日現在の市町村の境域による）

群馬県級地別人口（令和２年国勢調査データによる）

50



51

takeuchiy
フリーテキスト
㊢





52

takeuchiy
フリーテキスト
㊢



53

takeuchiy
フリーテキスト
㊢



 

 

資料１１ 

第１回目安に関する小委員会配布資料 

（厚生労働省ホームページにリンク） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_74088.html


 

 

資料１２ 

第２回目安に関する小委員会配布資料 

（厚生労働省ホームページにリンク） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_74463.html


 

 

資料１３ 

第３回目安に関する小委員会配布資料 

（厚生労働省ホームページにリンク） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_74712.html


 

 

資料１４ 

第４回目安に関する小委員会配布資料 

（厚生労働省ホームページにリンク） 

57

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_74828.html


令和 8 年 7 月 23 日に開催された「令和

8 年度中央最低賃金審議会目安に関する 

小委員会（第 4 回）」におきまして、別添の

とおり、同月 21 日に閣議決定された、  

日本成長戦略及び経済財政運営と改革の 

基本方針 2026 を踏まえた厚生労働大臣 

からのメッセージと閣議決定文書の関係 

部分が配布されました。 

群馬県最低賃金改定につきましても、 

こ れ ら に 配 意 し た 、 貴 会 の 調 査 審 議 を  

お願い申し上げます。 

 

令和８年７月 28 日 

  群馬労働局長 上野康博 

資料１４添付資料 

骨太の方針にかかる群馬労働局長要請文 
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資料１５ 

第５回目安に関する小委員会配布資料 

（厚生労働省ホームページにリンク） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_74915.html

